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経営戦略

未来の地球環境、社会に対する危機感

ビジネス活動における持続可能性への貢献 ビジネス活動を支える自身の持続可能性

社会・環境課題の解決に向けた役割 役割と責任を果たし続けるための基盤社会的責任の遂行

価値共創による成長追及

イニシアティブを活用した取り組みの推進　責任銀行原則への参画など

外部ステークホルダーとの連携・協力（社会貢献 /スポンサー活動）

社会的責任の遂行 ケイパビリティ強化・活用
金融アクセス

・従来の金融サービスでは満たされない
顧客ニーズへの商品・サービスの提供
・新しい技術による決済手段の提供

環境・社会に対する責任の遂行
・サステナビリティ視点での購買、調達

・温暖化ガス排出量削減
・ビジネスと人権

ガバナンス、組織体制
・取締役会の関与

・グループサステナビリティ委員会
・サステナビリティ推進部署

社会の適切な資金循環の創出
・サステナビリティファイナンス

（運用・調達）
・移行支援（トランジションファイナンス）

顧客本位のサービス提供
・フィデューシャルデューティー

環境・社会
への

負荷軽減

経営管理
・サステナビリティ視点を踏まえた経営管理

社会インフラの提供
・サイバーセキュリティ対策

・AML/CFT

人的資本
・従業員エンゲージメント　

・ダイバーシティ推進、働き方改革　・健康経営
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新生銀行グループ：Sustainability as a Business

サステナビリティ経営

新生銀行グループは、グループのサステナビリティ経営

を新生銀行グループの経営そのものとしてとらえ、付加

価値のある取り組みを通じてグループの持続的な成長を

ありたい姿実現のために

目指していくとともに、社会の持続可能性へ貢献してい

きます。新生銀行グループは責任ある投融資に向けた取

組方針を制定し、2021年 7月１日より適用しています。

グループサステナビリティ経営ポリシー
新生銀行グループの環境課題および社会課題への取り組みに
関する基本的な考え方および方向性について明文化し、すべて
のステークホルダーの皆さまに提示し、ステークホルダーの皆さ
まとの対話を通じた経営の高度化に取り組むことを目的として
います。

責任ある投融資に向けた取組方針
■目的

新生銀行グループは、主要業務である投融資を通じて、環境およ
び社会のサステナブルな発展を支援し、環境課題および社会課
題の解決を支援することが、金融機関の社会的責任であるとの
認識のもと、環境および社会に対する責任ある投融資を実現する
ために、「責任ある投融資に向けた取組方針」を制定します。

■ガバナンス体制

「責任ある投融資に向けた取組方針」に基づいた業務執行の状
況および適用される事業分野におけるリスク管理の状況は、グ
ループサステナビリティ委員会で定期的に報告、議論します。
　グループサステナビリティ委員会での議論を踏まえた内容を
取りまとめたうえで、グループ経営会議に定期的に報告し、必要
に応じて、方針の修正や適用となる事業選定の見直しなどを行
い、「責任ある投融資に向けた取組方針」の高度化に継続的に取
り組みます。
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［適用となる事業］
i. セクター横断で、投融資を禁止する事業

以下の項目に該当する事業については、環境および社会に対する重大なリスクまたは負

の影響を内包すると認識し、新規の投融資取引を行いません。

・反社会的勢力が関係する企業や事業に対する一切の取引

・法令に違反する、又は違法行為若しくは脱法行為を目的とする事業

・公序良俗に反する事業

・ラムサール条約指定湿地へ負の影響を与える事業

・ユネスコ指定世界遺産へ負の影響を与える事業（現地政府およびユネスコから事前同

意が得られている場合を除きます）

・ワシントン条約に違反する事業（各国の留保事項には十分に配慮します）

・人身売買などの人権侵害への加担、児童労働、強制労働への関与が認められる事業

・クラスター弾および対人地雷などの非人道的な兵器や、化学兵器および生物兵器の大

量破壊兵器の開発や製造を行う企業、または核兵器の開発や製造を行う事業

ii. セクター横断で、投融資に留意する事業

以下の項目に該当する事業については、環境および社会に対するリスクまたは負の影響

を内包していることを認識し、当該事業への投融資などを検討する際には、かかるリス

クに対するお客さまの環境および社会に配慮した取り組みの実施状況を確認し、慎重に

取引判断を行います。

・先住民族の地域社会に対し負の影響を与える事業

・非自発的住民移転につながる土地収用を伴う事業

ありたい姿実現のために

iii. 特定セクターで、投融資を禁止する事業

以下のセクターに対する投融資は、持続可能な開発目標 (SDGs) やパリ協定などの枠組

みに照らし、環境および社会に対する重大なリスクまたは負の影響を内包すると認識し、

新規の投融資取引を行いません。

・石炭火力発電

  他の発電方式に比べ温室効果ガスの排出量が高く、環境への影響が懸念されるため、　

新設の石炭火力発電の建設を使途とする新規の投融資は、国内外ともに行いません。

iv. 特定セクターで、投融資に留意する事業

以下のセクターに対する投融資は、持続可能な開発目標 (SDGs) やパリ協定などの枠組

みに照らし、環境および社会に対するリスクまたは負の影響を内包していることを認識

し、当該事業への投融資などを検討する際には、かかるリスクに対するお客さまの環境

および社会に配慮した取り組みの実施状況を確認し、慎重に取引判断を行います。

・森林、木材

・パームオイル

・石炭採掘

・大規模水力発電
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中期経営戦略

環境認識 シナリオ 検証 環境認識 シナリオ 検証

年度経営計画
実績

モニタリング

運用・
計画見直し

事業戦略 財務計画

リスク選好

中期経営戦略

リスク選好方針 事業運営方針

資本配賦計画 BS/PL計画

リスク選好 財務計画

計
画
・
短
期

戦
略
・
中
期

基本的な考え方
リスク選好に基づく適切な業務執行

リスクガバナンス

リスクガバナンスは、取締役会および経営陣による監督

や執行のあり方を適切に定義し、機能させることにより、

リスクを持続的にコントロールするための自己規律であ

り、金融機関のコーポレート・ガバナンスにおける重要

な領域とされています。

　新生銀行グループでは「グループリスクガバナンスポ

リシー」を制定し、健全なリスク文化、リスク選好に基

づく適切な業務執行、および適切なリスク管理を要素と

するガバナンスの考え方を整理しています。一般に、金

融機関が安定的な収益を得るためには、リスク選好を

明確にしながらリスクテイクしていくとともに、これを

支援する適切なリスク管理が必要です。これらは個々の

社員の判断と行動の集積であり、規則やルールはもとよ

り、組織の価値観やカルチャーの影響を強く受けます。

リスクガバナンスへの取り組みは、すべての要素への俯

瞰的な目線が必要であると考えています。

　私たちは健全なリスク文化の醸成とリスク管理の高度

化の努力を重ね、保有するリスクに相応しい体制を整備

してきました。近年はリスク選好に基づく適切な業務執

行のための体制構築に力を入れ、リスク選好と財務計画

の整合性を基礎とする統合的な経営管理フレームワーク

を整備しています。

　新生銀行グループでは ROE（株主資本利益率）などを

経営戦略上の重要な財務指標としていますが、適切なリ

スクテイクが期待どおりのリターンを生み、ひいては財

務指標の改善を目指す中で、リスクガバナンスは重要な

前提であると考えています。

リスク選好を経営の共通言語とする考え方は一般にリス

クアペタイト・フレームワークと呼ばれていますが、新

生銀行グループではその重要な前提がリスク選好と財務

計画の整合性にあることに着目し、両者にかかわる既存

の機能を統合的に運用することで、リスク選好に関する

取締役会の意思と経営陣の執行を整合させる体制として

います。

 統合運用の概念図 リスク選好と財務計画の関係の概念図

 リスクガバナンスの概念図

健全なリスク文化

リスク選好に基づく
適切な業務執行 適切なリスク管理

ありたい姿実現のために
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リスクガバナンス

リスク選好と財務計画は、中期経営戦略を踏まえ、ビジ

ネスライン別の戦略・戦術に基づき、詳細化・具体化さ

れていきます。新生銀行グループでは、リスク選好を適

切な詳細度で文書化した「リスク選好方針」を取締役会

の承認のもとに策定し、財務計画の背景にあるグループ

のリスク選好の明確化と共通理解の醸成を図っています。

また、リスク選好を統一的な尺度で定量化した姿として、

使用すべき資本をビジネスライン別に割り当てた資本配

賦計画を策定しています。

　リスク選好と財務計画の整合性を確保するため、資本、

流動性、収益変動などの経営の根幹に関わるリスクの観

点から、シナリオ分析などの複数の手法を通じた財務計

画の検証と期中のモニタリングを基本動作としています。

過大なリスクテイクと判断される場合や実現性に疑義が

生じた場合には、必要に応じて計画の見直しを行う体制

としています。新生銀行グループでは、経営陣によるリ

スク選好に関わる協議機関としてグループリスクポリ

シー委員会を設置していますが、同時に実務レベルにお

いても、リスクテイクの促進と抑制に関わるセクション

間の緊密なコミュニケーションを重視し、統合的な経営

管理フレームワークにおける重要なコンセプトのひとつ

としています。

　業務執行によるリスクテイク活動は財務計画に沿って進

められますが、同時にリスク選好にも従う必要があり、財

務目標の達成はリスク選好に沿ったリスクテイク活動の結

果として正当化されるものと考えています。こうしたことか

ら、リスク選好方針をステークホルダーの皆さまにもご理

解いただけるよう、その概要を公表しています。

健全な企業文化は適切なコーポレート・ガバナンスにお

ける基本的な構成要素のひとつです。私たちはその価値

観を「新生銀行グループ行動憲章」に定めるとともに、「新

生銀行グループ行動規範」を制定しています。新生銀行

グループでは、これらの行動憲章や行動規範に従って行

動することを前提とし、そのうえでリスクに対峙する際

の行動原理となる価値観をリスク文化としています。

 新生銀行グループ リスク選好方針

■ 中期経営戦略に基づき、注力分野の小口ファイナンスと機関投資家向けビジネスを中心に、各種施策の機動的な見直しや新たなビジネス機会の開拓、これに伴う経営資源
の再配置や生産性向上にスピード感を持って取り組みつつ、慎重かつ積極的なリスクテイクにより資本を活用していく。

■
基本戦略の価値共創型ビジネスやエコシステム戦略など新たなビジネスモデルに内在する未知のリスクは事前に十分な検討を行い、戦略的意義とケイパビリティを前提に
積極的にリスクテイクしていく。同様に、ノンオーガニックなリスクテイクの機会も積極的に追求する。「ニュー・ノーマル」への対応を先取りする意識のもと、新しいビ
ジネスを積極的にサポートする。

■ 国内拠点を中心に活動する金融グループとしての収益基盤を強化しながら、海外ビジネスについてもストラクチャードファイナンスやアジア太平洋諸国での小口ファイナ
ンスなどの分野において、カントリーリスクや外貨資金流動性リスクなどに留意しつつ積極的に取り組む。

■
信用リスク：個人業務は、総じて資産の健全性維持を前提とする積み上げを図りつつ、潜在的なお客さまとのビジネス機会を模索する。法人業務は、与信集中リスクへの
原則の維持を前提に、総じて資産の量的拡大より収益性の維持・向上を図る。「ニュー・ノーマル」下においては、お客さまのリスクプロファイルの変化やリスク・リター
ンに留意しつつ、積極的に新たなビジネスの機会を追求する。

■ 市場リスク：トレーディング業務は、顧客取引を中心とした運営とする。バンキング業務（ALM）は、金利上昇の可能性を念頭に金利リスクをコントロールし、金利収支
及び経済価値の向上を追求する。

■ その他の主なリスク：流動性リスクは、グループ全体の資金調達最適化や資金調達基盤の強化を図っていく。オペレーショナルリスクは、一定程度を許容しつつ、価値共
創ビジネスに内在するリスクやサイバーセキュリティリスクなど、重要なリスクの発見と低減を図る。

■
社会規範への意識を高く持ち、社会課題や気候変動に係る課題の解決に向けたサステナビリティ経営の推進、個人ビジネスにおけるお客さま本位の業務運営の徹底、マネー・
ローンダリング及びテロ資金供与対策の実効性確保、コロナ禍における金融機関としての社会的責務など、社会的公正概念からの要請に真摯に対応する。また、炭素関連
資産のうち、石炭火力発電所向け投融資額については、圧縮を進める。

■ 以上を通じた資本の活用により、1株当たり利益成長率は年平均 2%以上を目標とする。自己資本比率の低下は普通株式等 Tier1 比率が 10%以上を維持する限りにおい
て許容するとともに、株主資本利益率を中期的な目標値の 8%に近付ける。

リスク文化

ありたい姿実現のために
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リスクガバナンス

一般に、不祥事や損失事案にはさまざまな直接原因があ

りますが、その根本原因に鑑みれば、健全なリスク文化

の醸成が極めて重要と考えます。このため、健全なリス

ク文化の醸成に向けて、取締役会および経営陣の基本姿

勢がその起点となることを明確にするとともに、管理職

層はこれを組織内に浸透させる役割を果たすべきものと

しています。

新生銀行グループでは、現場の業務執行ラインにおける

自律的統制機能（一線機能）、現場の業務執行ラインか

ら独立した管理機能（二線機能）およびこれらの機能か

ら独立した内部監査機能（三線機能）を構成要素とする

3つのラインによる内部統制システムを整備しています。

このうち二線機能であるリスク管理セクションは、リス

クテイクの状況を検証し、異見があれば躊躇なく述べる

「チャレンジ」の意思と能力を持つとともに、その行為は

尊重されることを明確にしています。特に、チーフオフィ

サー グループリスクは取締役会への陪席を原則とし、経

営方針に対するチャレンジの機会を担保しています。

　リスク管理の基本方針は、「グループリスクマネジメン

トポリシー」に基づき、リスク種類別の管理フレームワー

クとビジネスラインへの適切な資源配分を柱としていま

す。資源配分の主たる対象領域である資本配賦について

は、グループ全体が保有するリスクを総体的にとらえ、

経営体力と比較・対照すべく、リスク資本制度を中心と

する統合的なリスク管理態勢を整備しています。

　リスク管理の詳細については、「新生銀行 統合報告書 

資料編 2021」9ページより記載の「リスク管理」の章

も併せてご覧ください。

　経営環境の変化に伴い、昨今は従来の枠組みでは捕捉

しにくいリスクも増えています。経営上の重要なリスク

については、経営陣による議論を踏まえて認識する体制

としています。このプロセスでは定量化が困難な非財務

リスクも含めて検討することを重視していますが、経営

上の影響を判断するにあたっては、トリガー事象、波及

経路、財務インパクトを可能な限り具体化しています。

現在、景気悪化のほかに、サイバーセキュリティリスク、

人材リスク、気候変動リスクなどを重要なリスクとして

認識しています。これらのリスクに対する予兆管理や対

応力の強化を継続的に進めていきます。

リスクシナリオ 内容・影響

１．景気悪化の長期化・深刻化 新型コロナウイルス感染症流行の長期化、大規模自然災害や新たな感染症流行、金融政策の転換による市場金利
の上昇や株価の急落など。これらによる景気悪化の長期化・深刻化に伴う収益力の低下・与信関連費用の増加。

２．重大な不正・不芳行為 マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与事案の発生や、内部又は業務委託先による重大なコンプライアンス
上の不正・不芳事案の発生。これらに伴う直接的な損失の発生、レピュテーションの毀損。

３．サイバーセキュリティリスク　 サイバー攻撃の増加に伴う情報システムの機能停止や機密漏洩、ハッキング・フィッシングによる銀行口座・
ウォレット等での不正送金など不正取引の増加。これらに伴うレピュテーション、営業基盤の毀損。

４．外貨調達環境の不安定化 海外向け投融資の増加により外貨資金の運用超過額が拡大する可能性がある中で、そうした局面で金融市場の混
乱が生じた場合、これに伴う調達コストの上昇、外貨調達の不安定化。

５．ＤＸ時代の競争リスク 他業種からの個人・中小企業向けローン市場への参入による残高・利鞘縮小。フィンテック等スタートアップ企
業と大手金融機関の連携の流れが加速し、当行グループの価値共創戦略の有効性が低下する影響。

６．人材に関するリスク 他の金融機関や異業種との競合激化による良質な人材の確保・育成の困難化。これに伴う当行グループの競争力
低下、業績・財務状況への悪影響。

７．気候変動に関するリスク 気候変動に関する規制強化や低炭素社会への移行に伴う取引先への影響を通じ、当行グループに悪影響が及ぶ可
能性。気候変動リスクへの取り組みや情報開示が不十分な場合に生じるレピュテーションの毀損。

■ 新生銀行グループの重要なリスク

リスク管理

ありたい姿実現のために
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コーポレート・ガバナンスの 4つの特徴

社外取締役比率

女性役員比率

社外取締役における企業経営経験者比率

取締役会の出席率

● 当行取締役7名のうち、過半数の5名が社
外取締役です。

● 取締役会の過半数を社外取締役とする体
制は、新生銀行スタート時から継続してい
ます。

● 東京証券取引所には、社外監査役を含め、
独立役員として7名を届け出ています。

● 当行取締役と監査役の合計10名のうち、
女性比率は40%です。

● ダイバーシティ&インクルージョンを重要
な経営戦略のひとつとして女性活躍推進
に取り組んでいます。

● 社外取締役は、経営実務、金融実務、消費者向け事
業、不動産事業、高齢者向け事業などの関連有用
領域実務、コンサルティングやIT、学識経験などの
体系的知識といった豊富な経験と高い専門性を有
するメンバーで、バランス良く構成されています。

● 社外取締役5名のうち3名が企業経営経験者です。

● 社外役員も含めた全役員は、取締役会に毎回出席
し、当行の経営や業務執行に関して活発な議論を
行っています。

● この出席率は、2020年度に開催した取締役会（全
6回）の平均出席率です。

ありたい姿実現のために

71.4%

40%

60%

98%
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役員紹介

知識・経験、
ダイバーシティに富んだ役員構成。

当行の取締役会は、豊富な経験および高い専門知識を
有した社外取締役５名および業務執行取締役２名によ
りバランス良く構成されています。加えて、ジェンダー、
ジェネレーションや国際性の面を含む多様性のある構
成となっています。

■ 社外取締役のスキルマトリックス
社外取締役に求められる多様な経験とスキル

■ 監査役のスキルマトリックスアーネスト M. 比嘉 槇原　純 村山　利栄 佐々木　裕子 富村　隆一

経営実務
企業経営 ● ●
社外取締役 ● ● ● ●
ベンチャー企業経営 ●

金融実務
デットファイナンス ● ●
エクイティ投資 ● ● ●
リスク管理 ●

関連有用領域実務

消費者向け事業 ●
不動産関連事業 ●
ヘルスケア・高齢者向
け事業 ●

経営・金融・IT ／デジタル
関連の体系的知識

IT ／デジタル ●
コンサルティング・学
識・関連行政経験者 ● ●

永田 信哉 赤松 育子 金野 志保
金融 ●
財務会計 ● ●
法務 ●

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
役員紹介
https://sp.shinseibank.com/corporate/about/officers/

新任
取締役会 議長
工藤 英之

取締役
平沢 晃

社外取締役
指名・報酬委員会 委員
アーネスト M. 比嘉

社外取締役
指名・報酬委員会 委員長
槇原 純

社外取締役
指名・報酬委員会 委員
村山 利栄

取締役 社外取締役

保有株式数：32,313 株
取締役会の出席率：100%

保有株式数：11,689 株
取締役会の出席率：－

保有株式数：7,335 株
取締役会の出席率：100%

社外
独立

社外
独立

社外
独立

［重要な兼職の状況］
・株式会社ヒガ・インダストリーズ
　代表取締役会長兼社長
・ウェンディーズ・ジャパン株式会社
　代表取締役会長
・株式会社デルソーレ取締役
・コロンビアビジネススクール理事
・学校法人昭和女子大学理事
・一般社団法人東京ニュービジネス協議会
　特別理事

［重要な兼職の状況］
・前田建設工業株式会社取締役

［重要な兼職の状況］
・マネックスグループ株式会社 取締役
・フィリップモリスインターナショナル
　取締役

保有株式数：22,111 株
取締役会の出席率：83%

保有株式数：2,111 株
取締役会の出席率：100%

［選任理由］
法人業務やリスク管理業務を中心に、豊富な
経験と識見を有しています。社長就任以降も、
中期経営計画を着実に履行したほか、2019
年度からスタートしている中期経営戦略にお
いては「価値共創による成長追求」と「ケイ
パビリティ（組織的能力）強化」を基本戦略
とする諸施策を策定、実施し、企業価値向上
に貢献しているため選任しています。

2010 年 常務執行役員
2015年 代表取締役（現職）
2021年 チーフオフィサー グループ企画財務
　　　　 （現職）

［選任理由］
リスク管理、総合企画、法務・コンプライア
ンスなどの管理セクションを中心とした豊富
な経験と実績を通じ、当行グループのガバナ
ンス強化に注力しています。近時は組織戦略、
人事、総務などを所管・管掌する役員として、
生産性改革および働き方改革の企画・推進を
通じ、企業価値の向上に貢献しているため選
任しています。

2015 年 常務執行役員
2018年 専務執行役員 業務管理担当
            （現職） 
2020 年 管掌 グループ組織戦略、グルー

プ人事、グループ総務、グルー
プ IT　兼 チーフオフィサー グ
ループ法務・コンプライアンス
（現職）

2021年 取締役（現職）

［選任理由］
消費者を対象とした事業の経験と高い見識を
当行経営に反映していただくために選任して
います。

2013 年 当行取締役（現職）

［選任理由］
金融に関する豊富な知識と国内および国外で
の経験を当行経営に反映していただくために
選任しています。

2011 年 当行取締役（現職）

［選任理由］
投資銀行における豊富な経験に基づく知識、
特に不動産、住宅、建設および関連セクター
における事業やリスク分析に関する知見に加
え、他社における社外役員の経験に基づく幅
広い知見を当行経営に反映していただくため
に選任しています。

2019 年 当行取締役（現職）

役員紹介

取締役

各役員の略歴は下記URL からご覧いただけます。

（保有株式数：2021年 5月 31日現在）

再任 再任 再任 再任

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
役員紹介
https://sp.shinseibank.com/corporate/about/officers/

社外取締役
指名・報酬委員会 委員
佐々木 裕子

社外取締役
指名・報酬委員会 委員
富村 隆一

常勤監査役
永田 信哉

社外監査役
赤松 育子

社外監査役
金野 志保

社外取締役 監査役 社外監査役

保有株式数：0株
取締役会の出席率：－

保有株式数：2,111 株
取締役会の出席率：100%

保有株式数：3,050 株
取締役会の出席率：100%

保有株式数：0株
取締役会の出席率：100%

保有株式数：0株
取締役会の出席率：100%

［選任理由］
金融機関・コンサルティング会社および高齢
者向け事業での知識と経験、ベンチャー経営
者としての知見を当行経営に反映していただ
くために選任しています。

［選任理由］
企業経営者およびコンサルタントとしての豊
富な経験と、情報システムを含む幅広い知識
を当行経営に反映していただくために選任し
ています。

［選任理由］
当行での長い業務経験を通じ、事業内容への
深い理解と財務・会計に係る知見・経験を有
しており、常勤監査役として監査役監査につ
いて中心的な役割を担い、また取締役会・監
査役会等においても有用な発言・助言を行っ
ており監査役に適任との判断から選任してい
ます。

［選任理由］
公認会計士および公認不正検査士としての専
門的な知識・経験に加え、コンプライアンス、
ガバナンス等に関する知見やコンサルタント
およびダイバーシティ推進にかかる豊富な経
験を当行監査に反映していただくために選任
しています。

［選任理由］
弁護士としての専門的な知識・経験に加え、
上場会社における社外役員としての経験に基
づくコーポレート・ガバナンス等に関する知
見やダイバーシティ推進にかかる経験を当行
監査に反映していただくために選任していま
す。

役員紹介 各役員の略歴は下記URL からご覧いただけます。

［重要な兼職の状況］
・株式会社リクシス代表取締役社長CEO
・株式会社チェンジウェーブ代表取締役社長
・UTグループ株式会社取締役

［重要な兼職の状況］
・株式会社シグマクシス代表取締役社長
・株式会社ベクトル取締役 ［重要な兼職の状況］

・株式会社トップス取締役
・日本公認会計士協会理事
・株式会社カワチ薬品取締役
・東洋製罐グループホールディングス
　株式会社監査役

［重要な兼職の状況］
・日本弁護士連合会
　男女共同参画推進本部委員
・金野志保はばたき法律事務所
・マネックスグループ株式会社取締役
・株式会社LIXIL取締役

2021年 当行取締役（現職） 2015年 当行取締役（現職）

2010年 執行役員
2012年 常勤監査役（現職）

2019年 監査役 ( 現職 ) 2018 年 監査役（現職）

監査役

（保有株式数：2021年 5月 31日現在）

社外
独立

社外
独立

社外
独立

社外
独立

再任 再任 再任 再任新任

ありたい姿実現のために
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新役員メッセージ

2021年6月23日の定時株主総会で株主の皆さまのご承認を得て、取締役に就任しました平沢晃です。

この場をお借りして、ご挨拶申し上げます。

　ここ数年、従業員の働く環境・制度の整備を主たる分野として活動してまいりました。

　昨年度は、世界中が新型コロナウイルス感染症に苛まれる状況にありましたが、この逆境を越え、社

員一人ひとりが心身ともに健康でやりがいを持って幸せに働ける環境整備を経営の重要課題とし、安

心・安全に働ける環境づくり、柔軟で多様な働き方の実現、社員一人ひとりの特性に合わせた健康維持・

増進などへ昇華させるとともに、社会変化を新たな成長への機会ととらえ、取り組みました。

　社会・環境の課題が大きくなる中、その解決が企業にとっても必須となり、サステナビリティ主軸へと

シフトする中、私どもといたしましても、金融機関としての社会における存在意義に強く意を馳せながら、

ニューノーマルにおける環境整備に励み、企業価値の向上を実現してまいります。

　今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

このたび社外取締役に就任させていただきました、佐々木裕子と申します。

　金融危機の時代に日本銀行で不良債権処理と金融機関の経営健全化を担当した後、約10年間、経営

戦略コンサルタントとして、銀行グループ含むさまざまな業界の戦略策定に伴走させていただきました。

　その後、企業変革や多様性推進をテーマに「変革屋」として10年以上活動する傍ら、5年前より日本が

世界に先駆けて直面する「超高齢社会」の課題解決を目指し、スタートアップを起業、経営しております。

　世界が不確実性の時代に本格的に突入する中、金融業界にも「サステナビリティ経営」と「多様性の

力」がこれまで以上に求められ、また、「本当に目に見える変化を世の中に生むことができるか」が問われ

ていくと思います。これまで長きにわたり変革や社会課題解決に向き合い続けてきた経験を活かし、新生

銀行がその最先鋒として、多様性を力に変え、社会課題を解決していく先進的な金融グループとして発

展していけるよう、取締役会の一人として力を尽くしてまいりたいと思います。何卒よろしくお願い申し

上げます。

取締役　平沢 晃
                    社外取締役
指名・報酬委員会 委員　佐々木 裕子

ありたい姿実現のために
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採用

出向・派遣 副業・兼業 受委託

退職

ありたい姿実現のために

従業員への取り組み

新生銀行グループでは、すべての社員がその能力を発揮し、

やりがいをもって活躍することが組織成長のための最重

要課題という認識のもと、絶えざる制度・施策の見直しを

行っています。お客さまに最適な価値を提供するために、グ

ループ一体で人材育成・人材活用および組織風土の醸成に

取り組んでいます。

　新生銀行グループでは、中期

経営戦略｢金融 リ･デザイン｣に

おいて、企業の成長の源泉とな

る組織的能力「ケイパビリティ」

の強化・活用によって戦略を遂

行することを、基本戦略のひと

つとしています。

新生銀行グループの人材戦略

新生銀行グループでは、多様な特性・価値観を持つ人材が、

お互いの存在を認め合い、受け入れ、それぞれの強みを活か

しあうことで、組織として新たな価値創造を続けていくこと

ができると考えています。

　2021年度は、ニューノーマル下で継続的な価値創造を実

現する多様な人材の獲得・リテインが可能となる制度・風土

づくりを進めていきます。採用面では、当行グループの社員

からの紹介によるリファラル採用や、一人ひとりのキャリアの

形成の考え方を尊重し、当行グループを退職し、他社で経験

を積み再度当行グループへ就職するカムバック採用での受

け入れや、退職者ネットワークであるアルムナイの場も提供

しています。また、他企業に勤める人材の副業・兼業やフリー

ランスを当行グループ外から受け入れるとともに、グループ

内においては、多様な人材の活躍を可能とする働き方をはじ

めとするフレキシブルな人事制度や、多様性を受容し活かし

あう風土の醸成によって、人材を最大限活用します。これら

の施策により、グループ内・外から、継続的な価値創造に必

要な人材をさまざまな形態で獲得・活用します。

　2021年4月、新生銀行グループ5社*は、2021年度から2

年間の「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行

動計画」を策定し、当行グループで働くすべての社員が仕

事と生活との調和を図りながら、能力を発揮し、やりがいを

もって活躍できる環境整備と組織風土の醸成を実現するた

めに、2つのグループ共通目標を設定しました。

目標1：子育てをする社員が性別を問わず、仕事と子育てを

しながら、活躍し成長を続けられるよう、各種制度の周知、

当事者間の情報交換のサポート、育児期前後のキャリア形

成に関する情報提供、研修等を実施する

目標2：すべての社員が、仕事と生活の調和を図りながら、

活躍できる風土醸成のため、職場優先の意識や固定的な性

別役割分担意識の是正のための意識啓発を行う
＊㈱新生銀行、昭和リース㈱、新生インベストメント＆ファイナンス㈱、㈱アプラ
スフィナンシャル、新生フィナンシャル㈱

新生銀行
代表取締役社長

工藤　英之

新生銀行グループ外
グループ外人材の活用・獲得

新生銀行グループ内
グループ内の人材の最大活用

金融高度専門人材

IT 人材　DX人材
グローバル人材
他企業従業員
OB/OG

フリーランス

フレキシブルな人事制度
×

多様性を受容しシナジーを生む風土

コストパフォーマンス
人材価値の最大化

多様な採用手法の導入・採用競争力 /ブランディング強化

正規・長期雇用のみを前提としない多様な人材の確保

適切な新陳代謝

• 中途採用
  リファラル採用 /カムバック採用 /アルムナイ設置 /シニアDX人材の採用
• 新卒採用
  通年採用と新コース別採用（イノベーターコース）

• 他社副業・兼業人材の受け入れ
•フリーランス活用
•社内人材の副業・兼業、パラレルキャリアの受容

•セカンドキャリア支援
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用語解説 
&

関連 URL
働き方リ・デザイン　新生銀行の新しい働き方
https://www.shinseibank.com/corporate/reworkstyle/index.html

従業員本人または家族の自
宅に限らず、オフィス外で日
数の制限なく勤務できる制
度です。

在宅勤務

服装に関する一律の指針（ドレ
スコード）を廃止しています。

服装自由

自己申告により定時の始業時
刻および終業時刻から最大前
後2時間まで繰り上げ・繰り下
げできる勤務制度です。

時差出勤

一定の範囲内で個人事業型
兼業（業務受託、起業、会社
役員など）あるいは他社雇用
型兼業を認める制度です。

副業・兼業

個人のライフステージに応じた
多様な働き方やキャリア形成を
サポートする休職制度です。

ライフサポート休職

管理職を目指す女性への
キャリアサポートだけでなく、
組織風土を変えるための取
り組みも推進しています。

女性活躍推進

シニア社員が自立的にキャリ
アデザインを行えるよう、研修
プログラムなどを提供します。

シニア活躍

ありたい姿実現のために 従業員への取り組み

■ 働き方支援 ■ キャリア支援

新生銀行グループの

ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）のあゆみ

新生銀行グループでは持続的な価値創造を実現するため

に、ケイパビリティの強化・活用を経営戦略の柱としてダイ

バーシティを推進しています。

　2018年2月に、「ダイバーシティ推進室」を設置し、女性

活躍推進、多様な働き方の実現、多様なキャリアの推進・活

用、多様な人材の活躍推進などの課題に対して、各種取り

組みを進めています。

　多様な働き方の推進を助ける制度の一例として、2018年

4月より在宅勤務制度を導入しました。2020年度は、サテ

ライトオフィスの活用やワーケーションの導入など、自宅以

外の勤務場所を大幅に拡大し、2020年度の在宅勤務利用

者割合は99.8％となりました。そのほか、セルフ時差勤務

制度、ライフサポート休業制度の導入やドレスコードの完全

廃止など、継続的な成果創出のために、従業員の働き方の

選択肢を充実させ、働きがいと生きがいをもって自分らしく

働ける環境づくりを推進しています。また、多様なキャリア

の推進・活用を促進する観点からは、社外や業務を離れた

場での学びを個人の成長と組織のイノベーションに繋げら

れるよう、大手銀行では初となる副業・兼業を解禁するな

ど、一人ひとりの強みや個性を活かした自律的なキャリア形

成を支援しています。

新生銀行グループの働き方に対するマインドセット

新生銀行グループが目指すのは、社員それぞれがライフス

テージやライフイベントなどの制約を受けず、時間や場所

に縛られない自由な働き方ができる職場です。働く時間や

場所などの日常のワークスタイルに限らず、副業・兼業、再

雇用や社内公募などのキャリアプランにおいても多様な働

き方を設けています。多彩なバックグラウンドや価値観を持

つメンバーが、お互いを尊重し、それぞれの強みを発揮する

ことが、不確実な環境においても強い組織力を発揮し続け

る源泉だと考えています。
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ありたい姿実現のために 従業員への取り組み

■ 新生銀行の働き方改革関連制度一覧

（注）上記制度を取得できる社員には、各々所定の条件があります。

制度 内容

セルフ時差勤務制度 通常の始業時刻および就業時刻から前後に 30分単位で最大 2時間まで繰り上げまたは繰り下げることができる勤務制度

在宅勤務制度 従業員本人の自宅をはじめ情報セキュリティが遵守される場所で日数などの制限なく勤務できる制度

副業・兼業 個人事業型兼業（業務受託、起業、会社役員など）あるいは他社雇用型兼業をできる制度

自転車通勤 自転車通勤を認める制度

半日休暇制度 午前または午後の所定の時間に半日単位で取得する休暇制度

時間単位休暇制度 1年について 5日の範囲内で、1日について 4時間まで 1時間単位で取得する休暇制度（半日休暇と併用可）

はぐくみ休暇 配偶者の妊娠時から子が 2歳に達するまで 20日間の休暇を取得できる制度（分割取得・半日単位の取得可）

ライフサポート休職制度 法定休業でカバーできない育児・介護・留学・不妊治療・配偶者の転勤等の事由による休職制度

産前産後休業制度 産前 6週間前から産後 8週間までの女性従業員の休業制度

育児休業制度 育児のため、子が 2歳に達するまでを限度として取得できる休業制度

介護休業制度 介護を必要とする者 1人につき、原則として通算 1年（365日）間までの範囲で取得できる休業制度

障がい者雇用施策

新生銀行グループでは、障がい者、健常者の区分けな

く、多様な価値観を有する人材がそれぞれの個性を活か

し、同じ職場で働くという考えのもと、さまざまな職場

で84名（2021年4月1日時点）の障がいのある社員が活

躍しています。2020年10月、障がい者雇用の新しいモ

デル確立を目指して設立された一般社団法人 企業アクセ

シビリティ・コンソーシアム（ACE）に入会し、2021

年3月には、障がい者の活躍推進に取り組む国際イニシ

アチブ「The Valuable 500」に賛同しました。

社員の健康に対する取り組み

新生銀行グループでは、労働安全衛生にかかわる法律に

則り、衛生委員会の活動と産業保健の連携を通じ、安全

で働きやすい職場環境づくりを行うとともに、社員の健

康保持･増進の向上に努めています。グループ人事部の健

康経営推進担当を中心に、各社衛生委員会、健康管理事

業推進委員会、健康保険組合が主体的に関与・相互連携

を図りながら、健康開発センター、産業医・保健師とも

連携し、実行力ある体制づくりを行っています。2021

年1月、当行グループは、社員が心身ともに健康でやり

がいをもって幸せに働き、各々の力を発揮できる職場環

境を整えていくため、「新生銀行グループの健康経営宣

言」を策定し、有給休暇・連続休暇の取得等、重点取組

項目を定めて、健康経営をより一層推進しています。ま

た、同年3月、従業員の健康に配慮した経営を実践して

いる企業として、経済産業省と日本健康会議が選定する

「健康経営優良法人2021」に認定されました。

男性社員の育児支援

新生銀行グループでは、社員の育児を後押しするための

施策として、2020年度より、評価者の業績評価項目と

して男性の育児と仕事の両立支援を組み込んでいます。

また、配偶者の妊娠時から子が2歳に達するまで20日間

の特別休暇を付与する「はぐくみ休暇」を導入し、うち

15日の取得を義務化しました。2020年度のはぐくみ休

暇取得者数は136人でした。

ダイバーシティ推進目標の設定

グループのダイバーシティ推進を、より一層スピード感

をもって着実に進めるため、2020年度より、部下を持

つ管理職に対して、業績評価の一項目としてダイバーシ

ティ推進目標を設定しています。他部署での取り組みか

ら学びあうことを目的に、2020年度は、イントラネッ

トで各自の目標を紹介しました。
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用語解説 
&

関連 URL
イクボス企業同盟
https://ikuboss.com/

目標
実績

ありたい姿実現のために 従業員への取り組み

新生銀行グループの女性活躍推進
新生銀行代表取締役社長の工藤英之は、内閣府が支援す

る「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」行動

宣言に賛同しています。また、「女性のエンパワーメント

原則」への署名や、「30% Club Japan」への参画、経

団連「2030年 30%へのチャレンジ」への賛同など、積

極的に女性活躍推進に取り組んでいます。2018 年 2月

に設置された「グループ女性活躍推進委員会」は、ビジ

ネス部門のトップとグループ各社役員を中心に構成し、

グループの女性の活躍推進を強力に牽引しています。さ

らに新生銀行グループ 5社は、2020 年度から 3年間の

「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画」を策定し

ました。女性活躍推進に向けた実効性の高い取り組みを、

グループ一体でスピード感をもって進めていくため、以

下のグループ共通目標を設定しています。

Shinsei Girls Day 開催

2020 年 10月、キャシー松井氏（元ゴールドマン・サッ

クス証券副会長）を招いたグループ社員向けの講演会と、

Shinsei Girls Day をオンライン形式で開催しました。

キャシー松井氏による「ウーマノミクスの意義」と題し

た講演会では、グループ社員に向け、ウーマノミクスの

話やご自身の経験を踏まえた女性社員育成のポイントに

ついてアドバイスがありました。講演会終了後に行われ

た Shinsei Girls Day は、新生銀行グループのお取引先

企業におけるご担当者さまの中学・高校・大学生を中心

としたご令嬢を招待したイベントで、若手女性社員がファ

シリテーターとなり、参加者からの質問に答えたり、当

行グループにまつわるクイズ大会を行い、当行グループ

や働く女性を身近に感じてもらう機会を作りました。

「イクボス企業同盟」に加盟

2021 年 3月、新生銀行グループは、特定非営利活動法

人ファザーリング・ジャパンが主宰する「イクボス企業

同盟」に加盟しました。これは、職場でともに働く部下・

スタッフのワークライフバランスを考え、部下のキャリ

アと人生を応援しながら、組織の業績も結果を出しつつ、

自らも仕事と私生活を充実させ、楽しむことができる上

司の育成を目的としたものです。

Shinsei Girls Day の様子 キャシー松井氏

（左）ファザーリング・ジャパン代表理事　安藤哲也氏
（右）新生銀行 代表取締役社長　工藤英之

目標 1 グループ 5社合計の女性管理職（課長級以上） ※  比率を 18%以上とする（個社別にも設定）

目標 2 男女ともに育児関連休暇の取得率を 100%とする

新生銀行 昭和リース 新生インベストメン
ト&ファイナンス

アプラスフィナン
シャル 新生フィナンシャル 5社合計

20% 8% 15% 18% 17% 18%以上
19.6% 7.7% 17.3% 15.6% 15.1% 16.5%

■ 新生銀行グループの「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画」（計画期間2020年4月1日～ 2023年3月31日）

※シニアマネージャー・推進役・管理役以上の職位

■ 女性管理職（課長級以上）比率の目標値（実績は2021年3月31日時点）
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社外取締役
指名・報酬委員会 委員
川本 裕子
（2021年 6月 22日付で退任）

社外監査役

赤松 育子
社外取締役
指名・報酬委員会 委員
村山 利栄

社外監査役

金野 志保

ダイバーシティ経営の一環として、新生銀行は積極的に
女性を登用してきました。なかでも役員（取締役・監査
役）レベルでは戦略的に女性比率を高め、現在40％を
占めています。内閣府男女共同参画局の資料によりま
すと、女性役員比率が4割を超える企業は全上場企業
のうちで11社、金融業では新生銀行のみとなっていま
す*。こうした変化は経営にどんなインパクトをもたらし
たのか、次に目指すべき課題は何か、女性社外役員4人
に聞きました。（2021年3月実施）
＊2020年7月末時点

「女性の意見」と
ひと括りにすべきではない

----2018 年に金野さん、2019年に村山さん、赤松さん、
2020年には川本さんが就任され、取締役会メンバー 10
人中 4人が女性となりました。この 3年間で、どのよう
な変化を感じていますか。
金野：私が就任した 2018 年は、取締役会メンバーでは
女性は私 1人で、取締役会でも「何だか変わったことを
言う人が来たな」という雰囲気でした。その年の秋に開
催された新生銀行グループのダイバーシティ・シンポジ

ウムでは、私も登壇させていただきましたが、ちょうど
その頃から、経営戦略としてダイバーシティに取り組ん
でいくんだという認識が、浸透し始めたように思います。
その流れの中で、翌年にはさらに女性役員が 2人増え、
その翌年にはまた 1人増えて女性役員が 4人となり、取
締役会メンバーのほぼ半数近くを占めるまでになりまし
た。女性の発言が少数意見と受け止められることもなく、
女性 4人のバックグラウンドも異なるので、1人のとき
は「変わった意見」だったのが今は「多様な意見」とし
て経営に反映されるようになったと感じています。
取締役会における多様性は監督機能を高めるということ
がガバナンス上の肝要な点です。コーポレートガバナン
ス・コードにおいて社外取締役を 2人以上入れるとか、
その後のコード改定時にジェンダーや国際性の必要性が
うたわれたのは、やはり監督機能向上のために多様性が

必要だということです。そういう意味では新生銀行の取
締役会において監督機能がより高まったということにな
るはずです。
赤松：監査役に就任した日に、複数の女性執行役員を紹
介していただきました。「女性が活躍できる組織なのだな」
と嬉しく感じたことを覚えています。取締役会メンバー
が男性ばかりの場合、私の発言は「女性の意見」ととら
えられますが、新生銀行では私個人の意見として受けと
めてもらえるので、非常に有難く感じています。
川本：確かに 1人だと、その意見が女性の代表のように
扱われることも多く、さらにいえば、その意見に反論が
出にくいというデメリットもあります。複数いれば、女
性同士でも「それは違うのではないか」という反論が出
てくるなど、より幅広い意見が引き出され、議論が深ま
ります。

特集　女性役員座談会

ありたい姿実現のために
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女性役員座談会

村山：私もいくつか社外役員を経験してきましたが、た
いてい女性は私1人でした。1人では「素晴らしいご意見、
ありがとうございます」だけで終わってしまうことが少
なくないです。しかし女性が複数いると実際のアクショ
ンにつながりやすい。例えば、最近では「Shinsei Girls 
Day」というイベントを開催し、数百人を集めることが
できました。こうしたイニシアチブを実現できたのも、
取締役会メンバーにそれなりの人数の女性がいて、実現
の必要性を主張できたからこそと思っています。女性役
員が増えたことによって、アクションオリエンテッドに
なったということ、その結果、新生銀行グループに対し
て多少なりともインパクトを与えられたと思います。

会社の責任として
女性管理職を育てていく

---- 一方、新生銀行グループの女性管理職（課長級以上）
比率は 13.9%（2020 年 3月現在）と、目標の 18％以
上には達していません。この現状をどう捉えていますか。
川本：日本企業共通の課題ですが、社外役員レベルの女
性比率は高まっても、そこにつながる社内の層を育てて
きていない。会社としては、とにかく社内の女性を育て
ることが重要です。「期待して鍛える」ことを続けてほし
いですね。
金野：新生銀行のように、女性登用に積極的な会社でも、

長年女性リーダーを育ててこなかったというツケは根深
いと感じます。男女雇用機会均等法 1期生で、満を持し

て総合職として銀行に入った友人は、ほぼ全員辞めてし
まいました。当行に限らず、彼女たちをうまく育てるこ
とができていれば、いまごろプロパーの女性役員候補に
困ることはなかったでしょう。今から育てるにはある程
度の時間はかかると思いますが、地道にやっていくこと
が必要だと思います。
村山：自分自身の経験を振り返ると、メンターやロール
モデルが存在していたことに非常に勇気づけられたし大
きな原動力となりました。私は外資系企業でしたので、
日本の社内にいなくても、ニューヨークの女性リーダー
が東京に出張するたびに女性管理職を集めて会をもって
くれたり、個別に話をしてくれたりしました。続けられ
ないと思う節目に、ちょっとした一言をかけてくれる誰
かがいるかどうかは、仕事を続けていく上で非常に重要
だと思います。残念ながら新生銀行グループには、そう
したロールモデルがたくさんいるとはいえない。私たち
が少しでもその代わりになれればと考えています。
金野：そのために新生銀行では女性の執行役員候補の人
たちと意見交換会を開催して、彼女たちの声を拾い上げ、
工藤社長にフィードバックしたり、あるいは彼女らをメ
ンタリングしたり、励ましたりということをやってきま
した。多いときは月に 3回くらい開催していましたね。

女性を支援できる
男性上司をいかに増やすか

川本：私は、性別役割分業の意識が極めて強い日本的な

企業の問題点を、いかに丁寧に拾い
上げていけるかが重要になると考え
ています。
赤松：ジェンダーにとらわれずに一
生仕事を続けたいと思って会計士資
格を取ったのですが、私が新人だっ
た頃の監査法人は昔ながらの日本的な組織風土であり、
良い意味でも悪い意味でも女性は特別扱いを受け、決し
て機会平等とは言えませんでした。私たちの世代は、そ
のようなアンコンシャスバイアスを見つめ、次の世代の
ために世の中を少しでも変えていきたいという使命感が
強いですよね。
村山：外資系企業でもたくさんの女性が辞めていきまし
た。私たちがサバイブできたのは支えてくれた人がいた
からだと思います。その恩返しとして、次の世代につな
いでいこうという使命を強く感じています。
川本：女性の管理職はもともと少ないので、いま社外役
員として活躍している女性たちを登用してくれたのは男
性上司が多いと思うのですね。女性やマイノリティを公
平に登用する男性をどれだけ増やせ
るかも重要です。

人々の行動を変えるには
人事評価への反映も重要

川本：やはり評価が最も重要です。
女性は実績で、男性はポテンシャル
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女性役員座談会

で評価されるという分析もありますが、女性を適正に評
価していない、ということは、若者もあるいは男性も公
正に評価されていないかもしれない、ということなので
す。
赤松：今まで勤めてきた職場はいわゆる boys' club、旧
来の日本的な働き方を好む職場でしたから、育児や家事
をしながら仕事でも手を抜かずに、職場で男性よりも高
い実績を収めて、やっと男性と同等のステージに立たせ
てもらえるように感じていました。2倍の成果を上げる
と妬まれるので、1.5 倍くらい頑張るなど、余計な気遣
いもしながら（笑）。母として仕事人として、人の何倍も
役割を果たしているなあと自分を励ましていました。
村山：多様性の推進を人事評価の仕組みに反映しないと
難しいですよね。前職でも、ダイバーシティ、インクルー
ジョンの推進に力を注いでいるか、という点を人事評価
に反映させる仕組みになったら、最も手強かった岩盤層
の行動が変わりました。こうした態度の変化にあきれて
いたら、米国本社の女性の先輩に「正しいことをするなら、
その理由は何でも構わない」と言われたことを今でも覚
えています。

多様性を活かすのは
オープンに議論できる場の存在

---- 新生銀行のダイバーシティ&インクルージョンに関
して、今後の課題は何でしょうか。
川本：先日の男女平等度を示すジェンダーギャップ指数

で、日本は 120位でした。これは、自分たちがいる国よ
り男女平等な国が 119か国あるということで重く受け止
めなくてはならないと思います。同時に、その先、つま
り女性も男性も、あらゆる多様性についてフェアネスの
概念をもつことだと思います。例えば、ダイバーシティ
というと、日本では女性がクローズアップされがちです
が、男性も本当は多様です。バックグラウンドも、かか
えている人生の問題もそれぞれ違う。ライフイベントは
女性だけにあるのではなく、同じライフイベントは男性
にもあります。それにもかかわらず、男性だと何もライ
フイベントがなかったかのように歩まなければいけない
というのは、すごく変であることにみんな気付かないと
いけないと思います。男性というだけで、同調圧力が掛
かって、家庭責任を果たすことが歓迎されていなかった
のが、日本のこれまでの会社です。これらを解決してい
かなければ。
村山：多様性には、ジェンダーだけではなく、民族や信
仰、ハンディキャップや、LGBTなどもあります。
金野：先を見据えた上で、まずは女性のことから取り組
むということでしょう。本来人間の半数を占めるはずな
のに現状はマイノリティとなっている女性の問題さえ乗
り越えずして、ほかのマイノリティの問題を解決するこ
とは難しいのではないでしょうか。
村山：忘れてはならないのは、ビジネスに勝つために多
様性が必要だということ。以前、企業再建に関わったこ
とがあるのですが、同質性の高い組織は、明らかに間違っ
ていることでも「それっておかしくない？」という人が

極めて少数派だったり、いなかった
りするんです。多様性がなければ、
会社をつぶしかねないのです。
川本：ただし、いくらダイバーシティ
を進めても、オープンな雰囲気がな
ければ自由な議論や多様な意見は出
てきません。工藤社長のようなトッ
プだから、誰もが自由にいろいろと
言い合えるのだと思いますね。
赤松：多様性の本質は個性です。本来個性は尊重される
べきものであるのに、働き方や人事評価のあり方などが
画一的であると個性を活かせませんよね。互いの違いを
認識し受け入れることで組織は強くなっていくわけで、
トップがその事実を理解しなければいくら多様な人材を
揃えても何も変わらないでしょう。そういう意味で工藤
社長のようなトップがいらっしゃる組織はしなやかです
し、強いと思います。
金野：多様性のある組織の運営は、確かに手間がかかり
ます。一方で、多様な構成メンバーでありながら、事前
質問制度や議案説明を工夫すること
で、会議の効率性と両立させている
新生銀行の取締役会のような成功事
例もある。ですから、新生銀行には
これからも、女性だけでなく、さま
ざまな多様性を追求していってほし
いですね。
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用語解説 
&

関連 URL
※ 「30％は企業を変えるのか」　:　 2003 年 6月に内閣府が「社会のあらゆる分野において、2020年までに指導的地位に女性が占める割合が少なくとも 30%程度になるよう期待する」 という目標を掲げた。

ダイバーシティ推進について
トップマネジメントの発言

組織設計について マインドセットについて ジェンダーについて

代表取締役社長 工藤英之は女性活躍推進等をテーマにしたシンポジウム等に積極的
に参加しています。ここでは、それらの場での工藤英之の発言・語録をご紹介します。

上のポジションに行くには評価が大事
になるが、評価者にダイバーシティが
ないので自分と同じような人しか評価
できない。これを打破していく必要が
ある。
（2020年11月「輝く女性の活躍を加速する男性リーダーの会」
グループセッションにて）

女性の活躍を阻害する要因を特定
し、最終的に企業文化や組織内の
人々、特に男性幹部社員のマイン
ドセットを変える必要がある。
（2020年 12月　日本CFA協会主催
「Japan Investment Conference 2020」にて）

男性社員の仕事と育児の両立支援にも力を入れ
ており、「育児は女性中心」などといったジェ
ンダーの役割意識の解消を目指している。
（2020年 12月　日本CFA協会主催
「Japan Investment Conference 2020」にて）

執行役員・部長・次長など、
それぞれのレベルでの
ダイバーシティが大事。
（2020 年 11月「輝く女性の活躍を加速する男
性リーダーの会」グループセッションにて）

女性がマイノリティではなくなること
により、女性であることをことさらに
意識せずに自然体で、女性であること
も含めた価値貢献ができるようになる。
（2020年 10月 日弁連シンポジウム
「30％は企業を変えるのか」※パネルディスカッションにて

女性活躍推進と言ったときに、女性であること
に期待しているだけではない。
女性であるのはその人の特性の一部分であるだ
けで、いろいろな特徴を活かしてもらうことが
重要。女性であることを本人に意識してもらい
たくないという思いはある。
（2020年 9月 機関投資家向け統合報告書説明会にて）

ありたい姿実現のために
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従業員エンゲージメント

従業員エンゲージメント

管理職に向けた研修

新生銀行グループでは、社員一人ひとりが自律的なキャリ

アを形成できるような各種研修を整備しています。また、

当行が目指す人材の多様性と柔軟な働き方をさらに推進す

るにあたり、今まで以上に多様な価値観を尊重し、グルー

プ全体で競争力の向上に向けた組織風土の醸成や人材育

成を図っています。特に、エンゲージメントを高めるため、

従業員意識調査の結果を踏まえ、管理職のチーム運営能

力の開発として、管理職に向けたさまざまな研修を拡充さ

せています。直近では、ニューノーマルを意識し、研修全

般にオンライン研修を積極的に活用しています。

新生グループアワード2019

新生グループアワードは、グループワイドの表彰制度として

2019 年度に創設されました。「新しい報い方」として、グ

ループ全体で社員の貢献を表彰し、日々の活動に対する感

謝の気持ちを感じてもらうことを目的としています。

  　昭和リース　カシオリース譲受契約の諸対応の貢献

　  内藤 佳美さん（営業サポート部門　サポートビジネス第二部　マネージャー）

着任したとき、これ程の混乱は見たことがありませんでした。切れまなく鳴る電話の音、洪水のようなメール・FAX。ゴールデンウィー
クの出勤、9月半期決算の休日出勤、年末最終日に遅くまで業務・・・。あのころの喧騒が嘘のように落ち着いています。
　一人ひとりが役割を認識し、自分が苦しくてもチームメンバーを気遣い、大きな困難を乗り越えた結果、部内で誰もが見て見ぬふ
り、触らぬ神に崇りなしと見ていたチームが、どのチームより強く羨ましがられるチームになりました。一人ひとり、逞しくなりました。
そして成長を続けています。
　今回このような賞をいただいて、まさかのシルバー！こんな嬉しいことはありませんでした。この受賞メンバー以外に、陰に日向に
ご協力いただいた皆さまに心より感謝しております。

 　アプラス　社内 SNS「TUNAG」の導入

　  福地 広和さん（カード事業部）

社内で「ヨコの連携」が希薄であるとの課題認識ありました。新しいことを生み出すためには双方向コミュニケーション、多様なバックボー
ンを持つ人同士のつながり創出が必要であると考え、双方向コミュニケーション・つながり創出のために社内 SNS「TUNAG」を導入
しました。2019年度は約 900名が参加、2020年度中に全社員参加の予定。プロフィール写真登録により、社員の顔と名前がわか
るようになり、部署紹介コーナーでは普段交流のない部署の仕事やメンバーのことがわかるようになりました。情報発信とそれへの反
応によるコミュニケーションが生まれてきました。

受賞者コメント
■ 新生銀行グループ　管理職向け研修

研修 内容

人権・ハラスメント研修
（全従業員対象）

責任ある企業活動を通じて主体的に人権の保護・促進を行っていくため、eラーニン
グにより人権尊重に関する考え方を深く理解する

チーム運営能力向上研修 部下とのコミュニケーションスキルの向上、チームマネジメント、コーチング等、部
店長として身につけるべきチーム運営能力の向上を目指し必要な知識・スキルを学ぶ

360度フィードバック
研修

管理監督者のマネジメント能力向上のため、対象者の気づき（自己評価と他者評価の
ギャップ認識）を促し、行動変革に繋げる

管理監督者向け昇格研修 管理監督者に求められる役割を理解し、その役割を全うするために必要な労務管理、
評価、ハラスメント等に関係する知識を習得する

セレクティッドリーダー
研修

将来、経営人材を目指す社員に対して、求められる知識を付与する機会を提供し自己
啓発に繋げる

評価者研修 部下一人ひとりの行動変革と能力開発の促進に結び付くような公正で納得感ある評価
を実現するための知識、スキルを学ぶ

キャリアデザイン研修 キャリア後期における活躍領域の多様化を視野に、自らの経験や知識を、「棚卸し」
をすることで、自律的なセカンドキャリア形成に役立てる

メンタルヘルス研修
（セルフケア・ラインケア）

ストレスへ対処法を学び自分自身の心を健康に保つセルフケアの知識、また職場にお
いて上司が部下のいつもと違う様子にいち早く気づき、相談対応、職場環境改善など
を務めるラインケアについて学ぶ e- ラーニングを実施
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用語解説 
&

関連 URL
NISC： 内閣サイバーセキュリティーセンター
IPA： 独立行政法人 情報処理推進機構
金融 ISAC： 一般社団法人 金融 ISAC

FS-ISAC：  米国 Financial Services Information Sharing and Analysis Center（金融 ISACを通じて情報連携）
JPCERT： 一般社団法人 JPCERT コーディネーションセンター

グループコンプライアンス委員会

グループC-SIRT 運営室

アプラス C-SIRT 昭和リース C-SIRT ( 予定 )新生フィナンシャル C-SIRT

新生銀行グループC-SIRTレポート

レポート

一体運営 一体運営

レポート

情報機関

関係官庁等

金融 ISAC
FS-ISAC
JPCERT
等

金融庁
NISC
IPA

各種捜査機関 報告・連携

グループ IT 統括部 グループ法務・コンプライアンス統括部

サイバーセキュリティの確保
預金、融資、決済などの基本的金融機能は重要な社会イ

ンフラであり、その安定的な提供は新生銀行グループの

社会的責任のひとつです。しかしながら、近年は社会の

情報化・ネットワーク化の進展を背景に、金融システム

の安定性を脅かすサイバー攻撃が深刻化・巧妙化してい

ます。私たちは、情報システムの機能停止、機密漏洩、

不正出金等の不正取引など、サイバーセキュリティリス

クを経営の重要なリスクとして認識するとともに、サイ

バーセキュリティの確保もまた社会的責任としてとら

え、経営上のマテリアリティとして位置づけています。

サイバーセキュリティ管理態勢

新生銀行グループでは「グループサイバーセキュリティ

ガイドライン」に基づき管理態勢を構築しています。新

しい攻撃手口や脆弱性情報の共有、情報システムへの対

策状況の点検、従業員に対する定期的な教育、不正送金

のモニタリングなど、グループ横断的なサイバーセキュ

リティの管理強化に取り組んでいます。

　また、情報システムへのサイバー攻撃の防御や検知対

策を実施するだけでなく、外部専門機関との連携による

定期的なサイバー攻撃訓練を実施することで、従業員の

セキュリティ意識と対応力の向上を図っています。

インシデント対応の態勢

組織的な対応力の強化を図るため、2021 年度よりサイ

バーセキュリティの専担組織として「新生銀行グルー

プ C-SIRT（Computer Security Incident Response 

Team）」、およびその事務局機能を担う「グループ

C-SIRT 運営室」をグループ本社内に設置しました。新生

銀行グループC-SIRT は、グループC-SIRT 運営室と関連

部署メンバーにより構成され、グループ各社C-SIRT と

の一体的な運営により、グループベースでサイバーイン

シデント・金融犯罪対応を担っていきます。

サイバーセキュリティ経営宣言

「新生銀行グループサイバーセキュリティ経営宣言」は、

こうしたサイバーセキュリティの確保に対する私たち

の取り組み姿勢を、お客さまやパートナー企業を含むす

べてのステークホルダーに対して宣言するものです。本

宣言では、各種事業活動におけるセキュリティ対策、組

織的な対応力の強化、外部専門機関との連携などのサイ

バーセキュリティ対策の強化を経営主導により推進して

いく決意を述べています。

　今後も必要な予算、人員などを確保し、対策を強化し

ていくことで、社会全体のサイバーセキュリティ強化に

貢献してまいります。

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
お客さま本位の業務運営に関する取組方針とアクションプラン
https://www.shinseibank.com/fiduciaryduty.html

取組方針 実施状況
コンサルティング
新生銀行は、何より信頼関係を重視し、お客さまに寄り添ったご提案を行っていきます。
・お客さまへのご提案からアフターフォローまでを一連のサービスとしてご提供します。
・お客さまのさまざまなライフステージに合わせて、つねに最適な提案を行えるスタッフ
を配置します。
・お客さまのニーズの変化に合わせて、組織体制の最適化を進めるように努めていきま
す。

・ライフプランイベントに合わせたアフターフォロー体制整備の一環で、「お
客さまの運用目的、希望達成時期」をCRM（顧客管理システム）に登録
し、運用相談での活用を開始しました。また、マーケットオートメーション
（MA）を活用して、パーソナライズ化された情報提供に努めました。
・お客さまをご対応するスタッフの対応品質の向上を目的とした研究会の開
催とロールプレイングコンテストを行いました。これらの活動を通じ、お客
さまとの良好なコミュニケーションとお客さま本位の対応に寄与しました。

商品・サービス
新生銀行は、お客さまのさまざまなニーズに合わせて、充実した金融商品およびサービス
を多彩に用意し、提供します。
・お客さまのライフステージにおける目的や問題、将来に向けての備えなど、人生100年
時代を見据えた商品ラインナップを用意するように努めます。
・新生グループ外の商品・サービスから幅広くセレクトすることで、お客さまのニーズに合
う最適なラインナップを提供します。
・お客さまに最適な商品・サービスをご選択いただけるよう、より分かりやすい情報を、よ
り理解しやすい方法で提供します。

・2020年度は商品ラインナップに19商品を拡充しました。
・電話での運用相談ニーズの高まりに対応し、お客さまが電話相談の際に必
要な情報やツールを「電話相談用ページ」にまとめました。
・新たな導入に先立ち金融商品・サービスの利益相反の確認・チェックを委
員会を開催し行いました。
・導入済みのすべての金融商品・サービスについて半期ごとにレビューを行
い、利益相反のみならず、時価の変動状況・苦情の発生状況・アフターフォ
ローの実施状況の確認を行いました。

評価・教育
新生銀行は、お客さま第一の考えを形にするために、お客さまからの評価を店舗およびス
タッフの評価に反映させ、さらなるスキルアップの体制づくりに活かします。
・お客さまから寄せられた貴重なご意見を、スタッフの評価およびトレーニングに活かし
ます。
・併せて、上司・同僚・部下からの「多面評価」の手法も取り入れます。

・2020年12月～2021年1月にかけて、メール・郵便にてお客さまアンケート
を実施し、回答の内容をCS評価として定量化し、お客さまのお声をスタッフ
の評価に反映させました。
・2020年度より半期ごとに、コンサルティングスタッフが上司・同僚・部下か
ら評価を受ける「多面評価」を実施しました。

DX・チャネル
お客さまがライフスタイルに合わせてご相談いただけるように、さまざまなサービスや環
境を提供します。
・テクノロジーの発展や社会の変化に応じて、お客さまにとって最適なコミュニケーショ
ン手段を提供します。
・お客さまからいただいた大切な情報を、店舗・コンタクトセンター・インターネットが連
携して共有し、お客さまがどの窓口をご利用いただいてもスムーズにご相談いただける
環境を提供します。

・コミュニケーション手段の拡充として、ビデオチャットでの運用相談受付を
開始しました。
・コミュニケーション場所の拡充として、サテライトラウンジでの運用相談受
付を開始しました。
・リモートでの運用相談ニーズの高まりに対応して、電話とビデオチャットの
運営体制を強化しました。
・コミュニケーションアプリにお客さまカードと運用目的を共有いただける機
能を実装し、お客さまの資産運用目的やニーズに沿ったコンサルティングを
提供できるようになりました。

当行グループの資産運用業務の機能
販売 運用・商品開発 資産管理

新生銀行
新生信託銀行

新生証券
ファイナンシャル・ジャパン 新生インベストメント・マネジメント

 取組方針を策定・公表している当行グループ会社

お客さまへの取り組み

お客さま本位の業務運営

新生銀行は、お客さまの ｢最善の利益｣ を最優先とした

業務運営を行う指針として、｢お客さま本位の業務運営に

関する取組方針｣（以下､ ｢取組方針｣）およびこの方針を

確実に実現するための「アクションプラン」を策定して

います。「取組方針」については、お客さまによりわかり

やすくご理解いただくこと、営業現場に企業文化として

定着を図ることを目的に、2020 年 6月 30 日付で改訂

しました。

　当行グループ各社および当行グループのすべての役職

員は、「お客さま本位の業務運営姿勢を貫き、お客さまの

大切な資産形成のお役に立つ」ことの重要性を認識し、

お客さま本位の業務運営を徹底することで、社会・経済

の持続的な成長・発展に貢献していきます。

　より詳細な情報は、当行ホームページをご覧ください。

お客さまへの取り組み

 取組方針と実施状況

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
金銭基礎教育プログラム「MoneyConnection®」
https://moneyconnection.jp/

一般財団法人あしなが育英会
https://www.ashinaga.org/

地域社会への取り組み

社会貢献活動の考え方

[ トピック ]
あしなが育英会との価値共創

地域社会への取り組み

新生銀行グループは、社会貢献活動を「新生銀行グルー

プの従業員が共感を持って参画できる、持続可能な社会

の創出にポジティブなインパクトを与える活動」と位置

づけ、積極的に取り組みます。

　金融サービスを社会に提供する企業グループとして、

社会の健全な発展がグループの存続基盤であることを自

覚し、持続可能な成長・開発による社会の発展に貢献す

る「良き企業市民」としての役割を果たすとともに、支

援先・協働先と能動的に連携した「価値共創」も目指し

ます。

新生銀行グループは、2020 年 5 月に新型コロナウイ

ルス感染症に関する取り組みの一環として、一般財団法

人あしなが育英会に対し、学生の進学・生活支援として

1,000 万円の寄付を行いました。

　あしなが育英会との対話の中で、奨学金の返済を長期

間続けることになる奨学生に早い時期に「お金」につい

て考える機会を提供したいと考えていることを伺い、新

生銀行グループが認定NPO法人育て上げネットと展開

する金銭基礎教育プログラム「MoneyConnection®」

を紹介することになりました。その後、2020 年 10 月

に奨学生を対象としたトライアル実施、2021 年 2 月

に奨学生を支援する業務にあたる職員を対象とした体験

会を実施しました。その結果、特に職員向け体験会は

「MoneyConnection®」の内容に加え、開発の背景や

経緯、運営方針まで理解いただく機会となり、新生銀行

が仲介役となって、若者を支援する志を持つ人々をつな

ぐ場にもなりました。

　2021 年 3月には新生銀行グループの従業員を対象と

したオンラインセミナーに、あしなが育英会の職員に登

壇いただきました。従業員がコロナ禍で顕在化した社会

課題のリアルな現場の一端を知る機会となった一方で、

あしなが育英会の職員からは、従業員から寄せられたコ

メントに感銘を受けたとのフィードバックがあり、相互

に良い刺激になったと考えています。

　2021 年度からは、あしなが育英会の奨学生支援プロ

グラムとして「MoneyConnection®」が導入され、多

くの奨学生が参加できるように、オンラインでの展開も

予定されています。

　今後もこのような交流を続けながら社会的に意味のあ

る活動を支援し、協働による新しい価値の創出にも寄与

できるよう、より良い関係の構築を進めます。

次世代の育成 環境

復興支援

私たちの未来を
創造する子どもや若者、
障がいのある方などへ

の支援

東日本大震災で
被災された地域への

支援

私たちの住む
地球環境を守る

ありたい姿実現のために
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決算説明会と電話会議の実施 8回

IR Day の開催 1回
IR Day ライブストリーミング参加回線数（のべ） 約 190

統合報告書に関するスモールグループミーティングの実施 1回
ESG担当者、議決権行使担当者・助言会社などとの
エンゲージメント面談 15回

取締役向けの市場関係者・有識者による講演会の開催 1回
取締役会、グループ経営会議、部店長会議での
IR・SR 活動報告、社員向けの IR・SR レポート発行 6回

CEO IR・SR
担当役員

IR・SR
担当 合計

46件 63件 79件 188件

24% 34% 42% 100%

株主・投資家への取り組み

2020 年度の成果と課題

2020年度における IR・SR 活動基本方針

株主・投資家への取り組み

2020 年度の株主・投資家の皆さまとの面談件数は 188

件となり、2019 年度の 224件から大きく減少しました

が、2019 年度に実施した大株主の株式売り出しに伴う

IR ミーティング 70件を除いた面談件数としては 2019

年度対比で増加しました。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、株主・投資

家の皆さまとのコミュニケーションはオンライン中心と

なりました。海外の投資家の皆さまとは、早朝と深夜の

時間帯も利用して IR ミーティングを実施しました。バー

チャルな IR ミーティングとなったことで、従来の出張

ベースの IR ミーティングでは効率性の観点から訪問が難

しかった地域の海外投資家の方々とも面談を実施できた

反面、時差の壁を越えることは難しく、北米や欧州の投

資家の皆さまとの面談設定には課題を残しました。

　国内に関しては、機関投資家向けの面談では、責任投

資担当者と当行経営陣との SR 面談を増やしつつ、サス

テナビリティボンドの発行に伴い債券投資家の皆さまと

の面談機会も増やしました。個人株主・投資家の皆さま

向けの IR・SR 活動については、2020 年 6月 17日に実

施した第 20期定時株主総会の模様を、インターネット

を通じてライブ配信を実施したことにより、株主総会の

参加者数が 4年ぶりに前年比で増加しました。

　Shinsei IR Dayは、プレゼンテーション動画をインター

ネットで事前配信し、当日は質疑応答のかたちで実施し

ました。個人向け無担保ローンビジネスと機関投資家向

けビジネスでは、「見えない価値」をテーマとして説明を

行い、新たに新生銀行グループの一員となったニュージー

ランド最大のノンバンク、UDC Finance Limited につ

いても紹介しました。

• パッシブ投資家（議決権行使担当者、ESG担当者）
に対するエンゲージメント強化

• アクティブ投資家のターゲティングと新規開拓候補
先の選定

• 役職員に対して、IR・SR の観点から「ESG as a 
Business」の浸透を推進

• ニューノーマルに対応した IR・SR 業務の見直し

 IR・SR 活動実績（2020年度実績）  IR・SR に対するトップマネジメントのコミットメント
 （2020年度実績）

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
TCFD：
気候関連財務情報開示タスクフォース。G20が FSB（金融安定理事会）に設立を要請した、気候変動をテーマとして企業のガバナンスとリスクマネジメントの高度化、その開示を求めるイニシアティブです。マイケル・ブルームバーグ氏を議
長に大手金融機関や大企業などのエグゼクティブメンバーで構成され、気候変動による財務影響に関する開示を推奨する報告書を 2017年 6月に公表しました。

　

本業を通じた
気候変動課題への取り組み

新生銀行は、TCFD（Task Force on Climate-
related Financial Disclosures；気候関連財務情報
開示タスクフォース）の提言への賛同を表明していま
す。このTCFDのフレームワークに沿って、新生銀行グ
ループの本業を通じた気候変動課題への取り組みにつ
いてご説明します。

ガバナンス

新生銀行グループは、グループサステナビリティ経営ポリ

シーを経営戦略立案の出発点となる基本方針に位置づけ、

持続可能な社会の構築に貢献することによって、企業として

の社会的責任を果たし、持続可能な成長機会を獲得していく

ことを掲げています。

　持続可能な社会の実現のためには、気候変動課題への対

応は不可欠であり、気候変動対策に資する事業への投融資な

どさまざまな取り組みを通じて、社会的な価値創出と、新生銀

行グループの中長期的な企業価値向上に努めていきます。

サステナビリティ経営の推進体制

2021年1月に、「チーフ サステナビリティ オフィサー

（CSO）」を委員長とする「グループサステナビリティ委員

会」を設置しました。「グループサステナビリティ委員会」をグ

ループ重要委員会のひとつに位置づけ、マネジメントによる

強いコミットメントのもとで推進体制を強化しています。同委

員会のメンバーには執行役員も含まれ、中長期戦略を踏まえ

たサステナビリティ経営の協議・取り組みの進捗報告などを

行っています。また、グループ経営会議にサステナビリティ経

営にかかる重要事項の付議、報告を行い、取締役会に対して

も定期的な報告を行っています。

　グループサステナビリティ委員会のもと、法人ビジネス、個

人ビジネスでは、グループサステナビリティ委員会で協議・報

告・決議された事項についての推進責任を負うサステナビリ

ティ推進責任者を任命し、“Sustainability as a Business”

を推進しています。また、グループ全体の取り組みを企画・

統括するグループ経営企画部サステナビリティ企画室が、

グループ一体としてのサステナビリティ経営を促進していま

す。

　新生銀行グループでは、統合的なリスク管理のフレーム

ワークにおいて、気候変動にかかる物理的リスクおよび移行

リスクを重要なリスク（トップリスク）であると認識すると同時

に、気候変動課題の解決に向けたサステナビリティ経営の推

進をリスク選好方針に含めています。取締役会は、新生銀行

グループの重要なリスク（トップリスク）およびリスク選好方

針を決議しています。

■ 組織図

取締役会

グループ経営会議

法人／個人ビジネスユニット内、
グループ各社

グループ本社
各部

法人
ビジネスユニット

個人
ビジネスユニット グループ本社

サステナブル
インパクト推進部

サステナビリティ
推進室

サステナビリティ
企画室

グループサステナビリティ委員会

ありたい姿実現のために
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本業を通じた気候変動課題への取り組み

機会

環境・社会課題の改善に貢献するビジネスの推進

新生銀行グループは、持続可能な社会の実現のためには、気候変動をはじめとする

地球環境問題は極めて重要な問題であり、グループのサステナビリティ経営におい

てもビジネスリスクであると同時に、大きなビジネス機会であると捉えています。

これまで、再生可能エネルギー事業に対するプロジェクトファイナンス、環境不動

産や船舶ファイナンスにおける環境負荷低減設備などへの投融資を通じて、環境・

社会課題の改善・解決に資するプロジェクトや事業者への投融資に積極的に取り組

んできました。

　この取り組みをさらに深化させるために、2019年度には法人ビジネスユニット内に

「サステナブルインパクト推進部」を設立し、各部署と連携しながら、サステナブル

ファイナンスの企画・営業推進や機関投資家向け運用商品の開発・供給を行っていま

す。また、202１年１月には「グループサステナビリティ委員会」の設置といった、

グループ全体のサステナビリティ経営の包括的推進体制構築、高度化を行っており、

今後は、より一層グループ横断的な連携を図りながら、ビジネス機会を捕捉していき

ます。

新生グリーンファイナンス・フレームワーク

脱炭素社会への移行に向けた国内外の動きが加速する中で、気候変動の緩和や適応に

貢献するプロジェクトなどへの投融資をさらに拡大し、積極的にビジネス機会を捕捉

していくことを目的として、2020年5月にグリーンローン原則など、国内外の関連原

則と整合した「新生グリーンファイナンス・フレームワーク」を策定しました。サス

テナブルインパクト推進部の内室であるサステナブルインパクト評価室が、融資の対

象となるプロジェクトのポジティブおよびネガティブなインパクトなどを確認し、フ

レームワークへの適合性を評価しています。2020年度には、太陽光発電所、地域の未

利用材を活用した木質バイオマス発電所、グリーンビルディングといったプロジェク

トなど計8件（計627億円）の融資を、このフレームワークに適合する新生グリーン

ローンとして組成・実行しました。こうした投融資の組成や実行に際しては、地域金

融機関のお客さまとも協働することで、より大きな資金循環を創出することを目指し

ています。

戦略

新生グリーンローン認定証授与の様子
タカラアセットマネジメント株式会社様

ありたい姿実現のために
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本業を通じた気候変動課題への取り組み

2020年度の取り組み

新生銀行では、2012年以来、太陽光・風力・バイオマスなど再生可能エネルギー事業に対す

るシンジケートローンの組成を積極的に推進し、地域金融機関の皆さまとともに再生可能エ

ネルギーの普及拡大をサポートしています。2020年度も、風力発電事業向けプロジェクト

ファイナンスやインフラ投資法人向けファイナンスなどを中心に積極的に取り組み、そのう

ちいくつかは「新生グリーンローン」として組成しました。この「新生グリーンローン」のシンジ

ケーションや、プロジェクトボンドの活用によりディストリビューション手法の多様化を図り、

より大きな資金循環の創出を目指しています。また、大和エナジー・インフラ株式会社ととも

に、再生可能エネルギー発電事業向けプロジェクトファイナンスにおけるメザニンファイナン

スの提供を開始しました。

　不動産ファイナンスでは、外部認証を取得した環境不動産に対するノンリコースローンを

複数件実行したほか、新たなアセットタイプとして環境負荷軽減にも配慮された大型ハイス

ペック物流施設向けのファイナンスを実行しました。

　また、船舶ファイナンスでは、スクラバー付き船舶やLNG燃料船への貸出残高を拡大させ

ています。

リスク

認識するリスク

気候変動は、主として以下2つの経路から当行グループのポートフォリオに影響を及ぼすと考

えます。

物理的リスク：洪水、暴風雨などの気象事象によってもたらされる財物損壊などの直接的

インパクト、グローバルサプライチェーンの中断や資源枯渇などの間接的インパクト

移行リスク：脱炭素経済への移行に伴い、GHG排出量が大きい金融資産の再評価により

もたらされるリスク

　炭素関連資産エクスポージャー（全体エクスポージャーに占める炭素関連資産（エネル

ギーとユーティリティ（除く太陽光や風力発電などプロジェクトファイナンス）））の比率は、

2020年3月は4.2%、２０２１年３月は3.7%です。

環境負荷低減のためガス燃料も利用可能なデュアルフューエ
ルエンジンを搭載した液化ガス輸送船
（France LNG Shipping S.A.S）

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
IPCC：
IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change：国連気候変動に関する
政府間パネル）。気候変動やその将来的なリスクについて科学的・技術的・社会経済
的な評価を行うことを目的として、1988 年に世界気象機関（WMO）と国連環境
計画（UNEP）により設立された組織。

RCP（代表的濃度経路）：
IPCCが採用する、温室効果ガスの放射強制力に基づいた四つの独立したシナリオ。
RCP8.5（今世紀末までの気温上昇が2.6～4.8℃）、RCP6.0（1.4～3.1℃）、RCP4.5（1.1
～2.6℃）、RCP2.6（0.3～1.7℃）からなり、気候予測モデル、パターンスケーリング、
大気循環モデルのインプットとなる将来予測データセットから構成される。

2℃シナリオと4℃シナリオ：
IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）等から提示された気候関連シナリオであり、
2100年頃の世界平均気温が産業革命以前に比べて2℃、4℃上昇するシナリオをそれぞれ
2℃シナリオ、4℃シナリオと呼称。パリ協定では、「世界の平均気温上昇を産業革命以前に
比べて2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をする」等の共通目標を掲げている。

シナリオ分析結果の概要
シナリオ IPCC第 5次評価報告書 RCP2.6(2℃シナリオ ) / 同 8.5（4℃シナリオ）

対象期間 2021年から 2050年
リスク事象 洪水発生による担保価値の毀損、デフォルトの発生
対象ビジネス 国内不動産ノンリコースローン、国内プロジェクトファイナンス、住宅ローン
財務影響 累計で 15億円から 30億円程度のクレジットコストインパクト

本業を通じた気候変動課題への取り組み

シナリオ分析

気候変動への対応を経営上の重要課題のひとつと位置づけ、日頃よりモニタ

リングしている景気変動と2次元でシナリオの世界観、機会とリスクを整理し

ました。

　気候変動関連のリスクについて当行グループに重要な影響を与える投融

資先セクターを特定するに当たっては、セクターごとにリスク評価を実施し、

当行グループのポートフォリオ構成から、重要度の検討を行っています。物理

的リスクの高い業種は「不動産（含む個人向け）」、移行リスクの高い業種は、

「電気・ガス・熱供給・水道業」「水運」「石油精製」に着目しています。これらの

業種につきそれぞれ物理的リスクの定量化、移行リスクの定量化の結果を開

示していく方針です。今回は「不動産」を中心に物理的リスクの定量化を検討

しました。具体的には、国内不動産ノンリコースローン、住宅ローン、国内プロ

ジェクトファイナンスについて物理的リスクの影響額を試算したところ、2021

年から2050年にかけての与信関連費用は30年間の累積で15億円から30

億円程度と予測しています。現時点で早急に対応策を打つ必要はないと思わ

れる水準であるものの、継続してモニタリングしていくこととしています。

　今後、物理的リスク定量化範囲の拡大を検討するとともに、移行リスクの高

いセクターについて定量化を進め、脱炭素社会への移行に向けた課題の改

善・解決に資するプロジェクトや事業者への投融資に積極的に取り組んでい

きます。

W160
H102
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２℃

ベースシナリオ
発生確率：高い

４℃

シビアストレス
シナリオ１

発生確率：低い

シ
ナ
リ
オ

シ
ナ
リ
オ

リ
ス
ク

機
会

リ
ス
ク

機
会

・規制強化・技術革新に伴い移行リスク
は上昇。
・パリ協定は目標から実施の段階に移
行。厳格な炭素税の導入に加え、積
極的な政策誘導により脱炭素社会が急
激に進展。
・洪水や台風による風水害被害は４℃と
比較して抑えられる。

・高 GHG 排出セクターでのデフォルトリ
スクの上昇（石炭火力発電等の座礁
資産化を含む）。▲

・移行支援ファイナンスのニーズ拡大。▲
・脱炭素化に向けた投融資ニーズ拡大。
▲

・多くの国がパリ協定から離脱。炭素税
は現状維持、低炭素政策は下火に。
・ゲリラ豪雨による内水氾濫や上陸する
台風の激甚化に伴う風水災被害が増
加。
・頻度の大きい災害により、物理的リス
クは上昇。

・風水災害の顕在化による投融資先の
デフォルトの発生。▲
・債務者の被災や収入低下に伴う個人
業務でのデフォルトリスクの上昇。▲ 

・融資ポートフォリオは比較的体力のあ
る大手が多いことから、修繕や防災設
備強化のための資金需要が高まる。●
・気候変動リスクへのヘッジや保険商品
へのニーズの高まり。●

２℃

ベアストレス
シナリオ

発生確率：中程度

４℃

シビアストレス
シナリオ２

発生確率：極めて低い

シ
ナ
リ
オ

シ
ナ
リ
オ

リ
ス
ク

機
会

リ
ス
ク

機
会

・２℃以下達成に向けた規制強化、技術
革新に伴い、社会構造の変化について
いけない企業のデフォルト、雇用のミ
スマッチによる構造的失業者の増加を
主因とする景気後退が発生。その結果
として２℃達成は困難となる。

・「ベースシナリオ」の下でのリスク。▲
●
・企業や個人のデフォルトリスクの上昇
に伴うクレジットコストの発生。▲●

・移行支援ファイナンスや脱炭素化に向
けた投融資へのさらなるニーズ拡大。
▲●

・頻発する風水災害等に対する度重なる
財政出動により、財政赤字が拡大し、
ソブリン格付けの格下げや長期金利の
上昇が発生し、不動産価格の下落等
の景気後退が発生する。

・「シビアストレスシナリオ１」のもとでの
リスク。●■
・不動産価値下落に伴うクレジットコスト
の発生。●■
・債券を中心とした有価証券の含み損。
●■

・気候変動リスクに加えて、不動産等へ
のヘッジニーズの高まり。●■

２
℃
以
下
に
向
け
た
規
制
強
化
＆
技
術
革
新
の
動
き

景気悪化

（時間軸）短期：▲　中期：●　長期：■



用語解説 
&

関連 URL
Scope1、Scope2、Scope3
Scope1：燃料の燃焼、工業プロセス等、事業者自らによる温室効果ガスの直接排出
Scope2：他者から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う温室効果ガスの間接排出
Scope3：その他温室効果ガスの間接排出（バリューチェーンにおける他事業者の排出など）

本業を通じた気候変動課題への取り組み

リスク管理
責任ある投融資への取組方針

新生銀行グループでは、環境問題および社会課題に適切な配慮を行わない企業と取引す

ることを経営リスクととらえており、一部の特定事業に対する投融資については環境および

社会に対する重大なリスクがあるという認識のもと、取引を禁止もしくは制限しています。

2021年7月には、責任ある投融資を推進する体制の高度化を目的としてセクター横断的な

禁止・留意項目の追加などの見直しを行いました。気候変動対策の観点では、予防的アプ

ローチに基づき、新設の石炭火力発電の建設を使途とする新規の投融資については、国内外

ともに行わないこととし、これにより石炭火力発電所向け投融資額の圧縮を進めていきます。

赤道原則への取り組み

新生銀行は、2020年4月に日本の金融機関では7番目に赤道原則を採択しました。赤道原

則は、大規模開発を伴うプロジェクトに融資する際に、プロジェクトが環境や社会に十分配

慮して実施されるかを確認するための、民間金融機関による枠組みであり、2019年11月に

は、人権、気候変動、先住民の権利等の観点を強化した第4版が採択されています。赤道原則

に基づきプロジェクトの環境・社会への影響をレビューし総合的な意思決定を行うことで、企

業としての社会的責任を果たすとともに環境・社会リスク管理の高度化を図ります。

指標と目標

ポセイドン原則の採択

新生銀行は、海運業界の気候変動リスクに対する金融機関の取り組みとして設立されたポセ

イドン原則に、2021年3月にアジアで4番目の金融機関として署名しました。ポセイドン原則

に参画する金融機関は、ファイナンス対象船舶の毎年の温室効果ガス排出量を集計し、各船

舶および船舶ファイナンスポートフォリオ全体の温室効果ガス排出量削減目標に対する貢献

度を算出のうえ公表します（新生銀行は、2022年度から公表します）。新生銀行は、今後、船

舶ファイナンスに積極的に取り組む金融機関として、ポセイドン原則も活用しながら海運業

界のサステナビリティへのトランジション（移行）を金融面から支援するとともに、事業に伴う

気候変動リスクをマネジメントしていきます。 

気候変動関連リスクの識別と管理

新生銀行グループでは、統合的なリスク管理のフレームワークにおいて、気候変動に関する

規制強化および脱炭素社会への移行に伴う影響、ならびに気候変動に伴う大規模自然災

害による影響を重要なリスクとして定義しています。脱炭素社会への移行、加えて大規模自

然災害の発生を契機とする与信関連費用の増加等を想定し、モニタリングする仕組みについ

て高度化を図ります。

GHG排出量
Scope1・2の中で最も寄与の大きい電力について、新生銀行およびグループ会社への
GHG排出量開示範囲の拡充を目指し、その計測体制を構築しました。今後、Scope1・2計
測・開示範囲のさらなる拡充対応を行った上で、GHG排出量の削減に向けた目標設定を
行っていく予定です。また、投融資先のGHG排出を含むScope3計測・開示に向けた取り組
みに着手しています。

■ GHG排出量および電力使用量
1. 電力使用量および電力由来のCO₂排出量。集計範囲は、新
生銀行、新生フィナンシャル、アプラスフィナンシャル、アプラ
ス、昭和リース、新生信託銀行、新生証券、新生インベストメ
ント・マネジメント、新生企業投資、新生ビジネスサービス。

2. 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「温室効果ガ
ス排出量算定・報告・公表制度」における電気事業者別の調
整後排出係数の最新値（2019年度実績値）を使用。

ありたい姿実現のために
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環境負荷データ（年度）

CO₂排出量（t）1,2

電力使用量（千kWh）1

2019

15,330

32,153 29,619

2020
14,168



（億円）
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計画骨子

成果

課題

NIM 2.09% 2.28% 2.43%
経費率 57.5% 63.4% 62.3%
ROA 0.3% 0.6% 0.6%
ROE 5.1% 7.7% 6.1%
リスク管理債権比率※ 7.29％ 2.09% 1.56%
CET1 比率※ － 12.9% 12.0%
総還元性向 8.0% 10.6% 35.0%
※ 各中計の各最終年度の数値を記載しています。

● ノンコア業務資産の削減による
リスクアセットの最適化

● 利益積み上げによる資本比率の
向上

● 利益は、不良債権処理に伴う戻
り益や変動性の高い利益が中心

● 無担保ローン、ストラクチャー
ドファイナンスの営業基盤を確
立し着実な利益貢献を実現

● リテールの収支構造を改善

● 収益力の安定化が課題 ● 再現性・安定性の高い利益伸長
が課題

● 総還元性向を向上させた一方、
ROE低下が課題

過去の中期経営計画の振り返り

中期経営戦略

新生銀行グループは、第一次～第三次中期経営計画の 9

年間で、4,200 億円を超える利益を積み上げつつ、利益

のボラティリティを低減し、安定的に利益計上する姿へ

シフトしてきました。そのうえで抽出された課題を踏ま

えて新たな戦略を立案し、実行することによって、当行

グループの強みと独自性をより活かす商品・サービスを

提供し、企業価値の向上を目指します。

第一次中期経営計画
10.4-13.3

● 顧客基盤の再構築　
● 収益の安定化

第二次中期経営計画
13.4-16.3

● 顧客基盤のさらなる拡大　
● 良質資産の積み上げ・ポート
フォリオの改善

第三次中期経営計画
16.4-19.3

● 事業の「選択と集中」　
● グループ融合による価値創出　
● リーンなオペレーションの
 実現

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
エコシステム（経済生態系）：特定の業界全体の収益構造。業界におけるさまざまな構成要因を巻き込んで業界が発展していく様を、自然界の生態系になぞらえてエコシステムという。

中期経営戦略

マテリアリティには、「社会・環境課題の解決に向けた役割」と「社会的責任
の遂行」、これら 2つを支える基盤の「役割と責任を果たし続けるための基盤」
の 3つで構成されています。
　社会・環境課題の解決に向けた役割は、金融アクセス、社会の適切な資金循
環の創出、他者サービスとの融合による課題解決の 3つを軸にしています。
社会的責任の遂行は、金融ビジネスの基礎として、預金、融資、決済など社会
的インフラサービスの提供、また顧客本位のサービス提供を柱としています。
役割と責任を果たし続けるための基盤には、強みとしての専門性と実行力、ガ
バナンスに加えて、ケイパビリティの４要素があり、これが循環してインプッ
トのケイパビリティがさらに強化されていきます。

■ マテリアリティの特定プロセス

■ 特定されたマテリアリティ

マテリアリティを
理解

SDG Compass（SDGs の企業行動指針）、価値協創ガイダンス（経済産業省）、SASB（米
サステナビリティ会計基準審議会）、GRI（グローバル・レポーティング・イニシアチブ）
などによるガイドラインを参考に、マテリアリティとは何か、マテリアリティをどう特
定するのかを理解

戦略から
マテリアリティの
要素を抽出

中期経営戦略の事業戦略策定に携わっている次世代を担う社員と、幾つかの事業群（ク
ラスター）単位でワークショップを開催。各クラスターでは、まずバリューチェーンを
可視化することから出発し、バリューチェーンの各ポイントで社会に与えるインパクト
とともに、新生銀行グループの重要機能は何かを洗い出し議論。それぞれのクラスター
から出た論点を集約する中でマテリアリティの原型を抽出し、整理

経営レベルでの
議論と特定

マネジメントと中期経営戦略を議論するアジェンダのひとつにマテリアリティを含め、
事業活動において社会的に重要でかつ企業価値向上に最大の影響を与える我々のコアコ
ンピタンスを新生銀行グループならではのマテリアリティとして特定。中期経営戦略の
資料に、マテリアリティとそれに紐づく SDGs を開示

ステークホルダー
との対話

投資家・株主などステークホルダーとのエンゲージメント（建設的な対話）において、
中期経営戦略に組み込まれたマテリアリティを議論することで、マテリアリティの浸透
と洗練を図っていく

社会・環境課題の解決に向けた役割 役割と責任を果たし続けるための基盤社会的責任の遂行

 金融アクセス
● 従来の金融サービスでは満たされていない顧客ニーズに対するサービスの提供
● 新しい技術による決済手段の提供

社会の適切な資金循環の創出
● 持続可能な社会資本への資金循環を促進するソリューションの提供

他者サービスとの融合による課題解決
● エコシステムの構築／参画、デジタル技術の活用

SDGsへの貢献 SDGsへの貢献 SDGsへの貢献

● 専門性と実行力　　　
● ガバナンス　　　
● 人的資源　　　
● 組織　　　
● オペレーション　　　
● 資本

社会インフラの提供
● 社会的インフラとしての基本的金融機能（預金、融資、決済など）の安定的提供
● サイバーセキュリティの確保
● マネー・ローンダリングの防止

顧客本位のサービス提供
● 顧客利益の追求
● 適切な情報提供

マテリアリティ（持続的成長に向けた重点課題）

ありたい姿実現のために
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中期経営戦略

特定されたマテリアリティを踏まえ、2019 年度を
初年度とした中期経営戦略では、2つの基本戦略と
ビジネスモデルによる価値創出のためのプロセスを
描いています。新生銀行グループの強みを、コンピ
タンスのレベルまで要素分解し抽象化・一般化して
とらえた上で個別機能・コンピタンスを他者に提供
し、パートナーと共創するという価値共創型ビジネ
スモデルにより、お客さまにとって魅力的な商品・
サービスが生まれます。さらにその成果が新生銀行
グループの個別機能・コンピタンスへフィードバッ
クされることにより自己完結型ビジネスモデルが一
層磨かれるというフィードバックループを設計して
います。

■ 全体像

■ 自己完結型と価値共創型ビジネスモデル

他者サービスとのデータ、
ノウハウ融合によるシナジー創出

顧客理解の
深化

Finance
as a Service

自己完結型ビジネス 商品・サービス・
ノウハウによる参画B to B to C

B to C B × B to C

商品・サービス・
ノウハウの洗練化

強みの源泉 成長の機会

価値共創型ビジネス

迅速で柔軟なビジネス展開 顧客にとっての魅力度の向上

グループ内リソースによる
価値創出

ニーズへの
柔軟な対応力

内製化された
商品・サービス

自己完結型
ビジネス

価値共創型
ビジネス

組織的能力 創出される価値ビジネスモデル

基本戦略 持続的成長基本戦略

人的資源 社会的責任の遂行

組織 役割と責任を果たし
続けるための基盤

オペレーション
収益力

資本
財務 KPI

ケイパビリティ
強化・活用

社会・環境課題の
解決に向けた役割価値共創による成長追求

Input Output

中期経営戦略とビジネスモデル

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
オルタナティブ投資：株式や債券などの伝統的な資産運用ではない新しい投資手法のこと。プライベートエクイティや不動産投資など。

中期経営戦略

将来が今日の延長線上にない変革の時代において
は、過去の実績や技術だけでは実現しえない成長が
求められます。新生銀行グループの強みのある機能
と他者の強みを組み合わせた「価値共創による成長
追求」と、インプット資本である「ケイパビリティ
強化・活用」を基本戦略とし、個人・法人に向けた
個別戦略で従来の金融サービスでは満たされていな
い顧客ニーズに応えることを目指します。

■ 基本戦略

■ 個別戦略&注力分野

ケイパビリティ強化・活用

他者サービスとの融合
Finance as a Service
顧客理解の深化

人材の多様性と柔軟な働き方
お客さま目線での組織体制

生産性が高いオペレーション体制
最適な資本活用

価値共創による成長追求

個別戦略

経営基盤

個別戦略

注力分野

注力分野 注力分野

注力分野

経営資源の最適活用顧客への提供価値の最大化

個人ビジネス 法人ビジネス

小口ファイナンス

組織戦略 生産性改革

機関投資家向けビジネス

エコシステムの構築と参画、デジタル技術やデータの活用を通じた
サービス高度化

ビジネス面でのグループ融合 デジタル技術の活用、チャネルの効率化を始めとする経費構造改革

オルタナティブ投資に関するワンストップサービスを提供

基本戦略と個別戦略

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
クラウドファクタリング：インターネット上ですべてのやり取りを行うファクタリング。OLTA株式会社独自のファクタリングサービス。
ファクタリング：売掛債権買取業務のこと。

マテリアリティ 社会へのインパクト 非財務 KPI 進捗

社会・環境
課題の解決に
向けた役割

より多くの人が、直
接・間接的に金融へ
アクセスできる接点
を増やす

❶ 新生銀行グループ
のプラットフォー
ムやエコシステム
の展開

❷ パートナー企業と
共同会社による
サービス展開

❸ パートナー企業の
プラットフォーム
やエコシステムへ
の参画

❶新生銀行グループによるプラットフォーム提供：
・ ３PLATZ社によるBANKIT®アプリ「Choy-San」の提供開始
・ BANKIT®アプリの機能拡大
❷パートナー企業と共同会社によるサービス展開
・ 外国人エコシステムのためのCredd Financeにおける「Sendy Credit Card」および「Sendy 
Personal Loan（目的別ローン）」の提供開始

・ OLTA社との中小企業・小規模事業者向けのクラウドファクタリング事業を行うanewにおける利
用拡大

・ USEN-NEXT HOLDINGS社との共同会社「USEN-NEXT フィナンシャル」における「ビジネスク
レジット（個品割賦・分割払い）」および「事業用クレジットカード」「USEN-NEXTリース」の提供
開始

・ ニッセンホールディングスとの共同会社であるニッセン・クレジットサービスにおける「新生銀行 ス
マートカードローンプラス for ニッセン」の提供開始

❸パートナー企業のプラットフォームやエコシステムへの参画：
・ Docomoとの協働による金融サービス提供
・ ファミリーマートとの協働による金融サービス提供

気候変動や社会課題
の解決に資するファ
イナンスを拡大する

機関投資家向けビジ
ネスにおける、

❶ 新規性あるオリジ
ネーション金額

❷ 新規性あるディス
トリビューション
金額

・ グループサステナビリティ委員会の設置
・ グループ本社、法人ビジネスユニット、個人ビジネスユニットにて、サステナビリティ部署をそれぞ
れ設置

・ 新規性のあるオリジネーション金額：2,058億円（2020年度）
・ 新規性のあるディストリビューション金額：976億円（2020年度)
・ 国内再生可能エネルギープロジェクトファイナンスの当行単独および共同アレンジ実績：
　 2020年度：2,010億円

社会的責任の
遂行

信頼できる金融サー
ビスを安定的に提供
する

・ サイバーセキュリ
ティ確保の取り組
み

・不正アクセス防止
の取り組み

❶「新生銀行グループサイバーセキュリティ経営宣言」の策定
❷「新生銀行グループC-SIRT」および「グループC-SIRT運営室」の設置
❸ 情報システムへのサイバー攻撃対策の実施
❹ 外部専門機関との連携
❺ 定期的な訓練と教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（P.40参照）

役割と責任を
果たし続ける
ための基盤

強固なガバナンスを
有し、社員が互いの
強みを尊重し、協働
して新たな価値を創
造する

❶ 取締役会のガバナ
ンスの進化

❷ エンゲージメント
を高めるための従
業員意識調査の実
施および結果を踏
まえた取り組み

❸ ダイバーシティの
推進

❶ コーポレートガバナンスの実効性
・社外取締役：取締役7名のうち、5名が社外取締役
・多様なスキル：スキルマトリックス(P.27参照)、女性役員の占める割合：40%
・社外役員で構成される指名・報酬委員会：6回開催(P.67参照)
❷ 実効性のある施策の実行（従業員エンゲージメント関連：P.31～39参照、コロナ禍の組織マネ
ジメント関連：P.62～65参照）

・コロナ禍での従業員意識調査と結果を踏まえた施策実施
・金銭的報酬以外のインセンティブの設置・運営（新生グループアワード) 
・部下のキャリア支援など管理職のチーム運営能力評価のウェイト付け、能力開発機会の強化
・新ビジネス立ち上げプロジェクトなどを通じたグループ組織活性化
❸ダイバーシティのさらなる推進（従業員エンゲージメント関連：P.31～39参照）
・グループベースの女性管理職比率向上（2020年度:16.5%、2022年度:18％以上目標）
・長期雇用のみを前提としない多様な働き方・雇用形態の受入れを促進するための制度的手当
・ダイバーシティ推進イニシアティブへの参画（The Valuable500、イクボス同盟、経団連30%チャ
レンジ）

1 株当たり利益成長率

注目分野の利益シェア

ROE

経費率

CET1比率

成長性

成長性

収益性

効率性

健全性

株主還元
株主還元については、財務状況や市場環境に応じ、経営健全化計
画における株主還元の考え方に基づきその維持・向上を目指す。

※ 現在は、2020年3月25日に金融庁に提出した経営健全化計画記載のとおり、原則と
して国内銀行の一般的な総還元性向の水準を念頭に置きつつ、総還元性向の維持・向
上を目指すとしている。

中期経営戦略

新生銀行グループが描く持続可能な成長ストーリーと事

業を通じた社会・環境課題の解決にあたっては、設定し

た非財務 KPI・財務 KPI に対する進捗を管理し、積極的

に取り組んでいます。

 新生銀行グループが社会へインパクトを与えたい価値：非財務KPI

 新生銀行グループが創出したい経済価値：財務KPI

自己株式の取得効果を除き年平均

2%以上
2018年度 中期的に

6.0% 8.0%

2018年度 2021年度

63.0% 50%台小口ファイナンス
2018年度 2021年度

45% 50%
2018年度 中期的に

12.0% 10%以上を維持
機関投資家向けビジネス
2018年度 2021年度

10% 15%

（与信関連費用加算後実質業務純益に
占める割合、ただし一時的要因を除外）

非財務KPI と財務 KPI

ありたい姿実現のために
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財務総括

2020年度の親会社に帰属する当期純利益は451億円となり、2019度の455億円から4億

円の減益となりました。2020年度の利益には、持分法適用関連会社の日盛金融控股股份

有限公司（Jih Sun Financial Holding Co., Ltd.）の株式譲渡による売却益97億円（税金

費用控除後）を計上しておりますので、この売却益を除くと前年同期比から2割以上の減益

となりました。

　2020年度の業務粗利益は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済活動の停

滞の影響もあり、資金利益・非資金利益ともに2019年度対比で減少した結果、2,219億円

となり、2019年度の2,399億円から180億円減少しました。

　経費は、2019年度に買収した神鋼リース株式会社やファイナンシャル・ジャパン株式会

社、2020年度に買収したUDC Finance Limitedの連結子会社化の影響もあり、人件費は

2019年度対比で増加しましたが、働き方改革の推進と抑制的な経費運営などにより、物件

費は2019年度対比で減少しました。その結果、2020年度の経費は2019年度の1,495億円

からほぼ横ばいの1,496億円となりました。

　与信関連費用については、法人のお客さま向けでは、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大による業況悪化の影響が限定的であったこと、個人のお客さま向けでは想定以上に債

権の質の良化や回収が進展したことなどに加えて、個人向け無担保カードローン業務におけ

る残高減少も相まって、2019年度の391億円から107億円減少し、2020年度は283億円と

なりました。

2021年度の経済情勢は、引き続き、感染状況やワクチンの効果などの不確実性がある

ものの、年度を通しては、経済活動が段階的に回復することを想定しています。経済活

動の回復に伴い、貸出残高の成長に伴う資金利益の緩やかな回復と非資金利益の収益機

会の拡大を見込み、業務粗利益は2020年度の2,219億円から2021年度は2,440億円に

増加を計画しています。経費については、2020年度に買収したUDC Finance Limited

連結による通年影響に加え、中長期的な成長に向けた先行投資を予定しており、2020

年度の1,496億円から2021年度は1,565億円に増加する計画です。与信関連費用につ

いては、主に個人向け無担保カードローン業務における残高伸長に伴う費用増加を想定

し、2020年度の283億円から2021年度は350億円の計画としました。以上の結果、

2021年度の親会社に帰属する当期純利益予想は400億円としています。2020年度の

451億円からは減益の予想となりますが、2020年度利益から日盛金融控股股份有限公

司（Jih Sun Financial Holding Co., Ltd.）の株式譲渡による売却益97億円を除いた

354億円との比較では、約13%の増益計画となっています。

2020 年度業績について 2021年度の業績予想について

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
UDC Finance Limited について：Shinsei IR Day（2021年 2月 24日開催）
https://www.shinseibank.com/corporate/ir/presentation/irday/index.html

その他
13%

自動車ローン
29%

建設
14%

運送・倉庫
12%

個人・法人
12%

農業
9%

林業
8%

航空
3%

2017/9

2,962 
3,285 

3,484 3,350 

2018/9 2019/9 2020/9

（年度）

50％

0

10

20

30

40

50
（%）

18 19 20

 総還元性向

2017年度利益
に基づく2018
年度の還元

2018年度利益
に基づく2019
年度の還元

2019年度利益
に基づく2020
年度の還元

総還元額（A） 155 259 228
当期純利益（B） 514 523 455
総還元性向（A/B） 30% 50% 50%

2018 年度に
おける自己株式
取得総額
（実績値）を使用

2019年度に
おける自己株式
取得総額
（実績値）を使用

2020年度に
おける自己株式
取得総額
（実績値）を使用

財務総括

2020年度は、UDC Finance Limitedを買収し、100%連結子会社化しました。先進国では

比較的高いGDP成長率を誇るニュージーランドの最大のノンバンクであり、事業成長機会

が期待できるとともに、資産の質が高くローリスク・ミドルリターンのアセットバックファイ

ナンス事業を営んでいます。中期経営戦略で注力分野の「小口ファイナンス」ビジネスのひ

とつとして、安定的な利益貢献が期待され、有効な資本活用の一環と位置づけられます。

　総還元性向については、期末配当を1株当たり10円から1株当たり12円に20%増配し、

かつ自己株取得枠最大

200億円の設定を発表し、

2020年度利益に対する総

還元性向は最大50%となる

見込みです。公的資金返済

に向け、引き続き内部留保

を進めるとともに、適切な

株主還元を実施することに

より、市場からの評価が高

まるよう努めていきます。

資本政策について

 UDC Finance 顧客の産業構成
　　　　　　　　　　　　（2019年 9月末時点）

 貸付残高（百万ニュージーランドドル）

UDC Finance Limitedの強み

UDC Finance Limitedは、ニュージーランドで80年以上の業歴を持ち、高いブラン

ド認知度を誇るノンバンクです。当社は、強固な個人・法人顧客の営業基盤と営業体

制を有し、個人向けオートローン、法人向けの資産担保ファイナンス、およびオート

ディーラーに対する在庫ファイナンスなどに強みがあります。ポートフォリオ構成と

しては消費者向けの自動車ローンが最大となりますが、建設、運送・倉庫業など、顧

客は多岐にわたっています。

（億円、%）

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
ショッピングクレジット：クレジットカードを利用せず商品を分割払いで購入する仕組み。
無担保ローン：金融機関（銀行や消費者金融会社など）が提供するローンのうち、消費者が担保なしで借りることができる商品。

個人業務

個人業務は、預金・資産運用商品・住宅ローンなどのリテー

ルバンキング業務、個人向け無担保ローン業務、 ショッ

ピングクレジット・クレジットカード・ペイメント業務

など、個人のお客さま向け金融商品販売・サービスを行っ

ています。

　少子高齢化の進行や新型コロナウイルス感染症の拡大

による生活様式の変化などの環境変化に対応し、デジタ

ル・IT ツールを活用して、個人のお客さまの資産形成や

資金ニーズ、決済ニーズをサポートしていくことが、社

会課題の解決として当行の果たす役割であり、ビジネス

機会です。

　リテールバンキングの資産運用業務では、資産運用ニー

ズをかかえるお客さまに対し、最適なチャネルを通じて、

お客さま一人ひとりとの最適なコミュニケーションと商

品を提供しています。保険代理店機能を持つグループ会

社との連携強化や証券仲介機能を持つ外部企業とのアラ

イアンス、店舗運営や事務オペレーションの最適化によ

り、お客さまの利便性の向上とコスト削減にも取り組ん

でいます。住宅ローン業務では、ゆうちょ銀行やアプラ

スとの銀行代理による販売チャネルの拡大、電子契約シ

ステムの導入や審査・契約業務の効率化、お客さまのニー

ズに応える新たな商品・サービスの開発などが着実に実

を結んでいます。

　無担保ローンの分野では、お客さまの資金ニーズにき

め細かに対応することが求められています。これまで培っ

た与信判断や回収機能に、AI/ デジタル技術を加え、顧

客基盤を有する企業と提携することで、新しい顧客セグ

メントが有する資金ニーズにも応えるべく取り組んでい

ます。

　クレジットカードやペイメントの分野では、多様な決

済手段をより多くのお客さまへ提供するとともにセキュ

リティ対策の充実に取り組んでいます。パートナー企業

との協業による中小零細企業、個人事業主へのファイナ

ンスの提供や、決済や為替、与信などの金融機能を搭載

したネオバンク・プラットフォーム 「BANKIT®」 を、ス

マートフォンアプリやAPI 連携を通じて、パートナー企

業とそのお客さまに提供します。

専務執行役員
個人ビジネスユニット長 
清水 哲朗

0

2

4

6

0

0.5

1.0

1.5

0

200

400

600

800

0

100

200

300

0

200

400

600

0

2,000

4,000

6,000

18

5.68 5.71 5.93

( 年度末 )

( 兆円 )

19 20 18

1.11
1.23

1.32

( 年度末 )

( 兆円 )

19 20

683 660

224195

( 年度 )

( 億円 )

19 20

283 283

3 -7
( 年度 )

( 億円 )

19 20 19 20 19 20 19 20

582 584

42 73

( 年度 )

( 億円 )

19 2018

5,243 5,280 4,908

( 年度末 )

( 億円 )

19 20

リテールバンキング（預り資産） 無担保ローン アプラスフィナンシャル

営業性資産 主要業務データ

■■ 業務粗利益　■■ 与信関連費用加算後実質業務純益

アプラスフィナンシャルリテールバンキング 無担保ローン

ありたい姿実現のために
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個人業務

リテールバンキング 無担保ローン アプラスフィナンシャル
新生銀行では、リモートコンサルティングの本格稼働や

コミュニケーションアプリの導入、ウェブサイト上にリ

モート相談窓口を開設するなど、お客さまが時間や場所

にとらわれず、資産運用のご相談、お取引ができる体制

を構築しています。

　2020 年度の資産運用商品販売は、従来から取り組ん

でいる電話やビデオ通話を使用したリモートチャネルに

よる相談や取引など多様な選択肢を提供し、お客さまと

の最適なコミュニケーションを追求した結果、リモート

チャネルでの取引ならびに取引額シェアは前年度対比で

大きく増加しました。

無担保ローンビジネスは、お客さまの資金ニーズに素早

くお応えする体制を構築し営業性資産残高の伸長を図る

とともに、デジタルとアナログを融合した与信・回収シ

ステムの高度化を追求しています。中期経営戦略では、

我々のビジネスの強みに磨きをかけ、パートナーとの戦

略提携を通じて、顧客基盤の拡大を図り、持続的な成長

を実現していきます。

　レイクALSAでは業務システムを更改し、オペレーショ

ンセンターの作業効率改善、人員最適配置によるボトル

ネックの解消に取り組むことで成約率は改善傾向にあり

ます。

ショッピングクレジットはオートリースやベンダーリー

スといった推進業種を中心に好調に推移し、また、ショッ

ピングクレジットの事業基盤を活かしたカード獲得施策

にも取り組んでいます。グループ内の住関連ビジネスを

統合し、銀行代理業務の委託を受けて新生銀行住宅ロー

ンの取り扱いを開始したほか、外部パートナーとの連携

により、外国人居住者に向けたクレジットカードや目的

別ローンを展開しています。

　新生銀行による完全子会社化でグループガバナンス体

制の強化を図るとともに、グループ一体でのビジネス融

合をさらに加速していきます。

■レイクALSA成約率推移■ 資産運用業務 チャネル別取引額シェア ■ ショッピングクレジット営業性資産残高

0
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40

50

0

35

20.4-6

■新規顧客獲得数

20.7-9 20.10-12 21.1-3

33.2%

22.4 24.5
28.9

34.7

33.3% 33.1% 33.8%( 千件 ) (%)

●　成約率

7%
2019年度

29%

2020年度

0

0.3

0.6

0.9

1.2

1.5

19 20

1.31 1.39

( 年度末 )

( 兆円 )

■ リモートチャネル　■ その他

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
OCR：Optical Character Reader の略。画像などを解析し、そこに含まれる文字を認識して電子テキスト化する技術。
RPA：Robotic Process Automation の略。主にホワイトカラーの単純作業を効率化・自動化するテクノロジー。

Shinsei IR Day（2021年 2月 24日開催）
https://www.shinseibank.com/corporate/ir/presentation/irday/index.html

個人業務

無担保ローンビジネスの進捗
価値共創型ビジネスを展開するための３つの強み 生産性改善

回収ケイパビリティの底上げに向けた取り組み

持続的成長の実現に向けた価値共創型ビジネス
1．マーケティング

50 年以上の歴史を持つ「レイク」ブランドは、顧客一人

当たりの獲得効率が高く、販売力に強みがあります。「レ

イク」ブランドを最大の資産成長ドライバーとして、デ

ジタル広告などマーケティングに積極的に活用していき

ます。

2．リスクマネジメント

リスク計測・評価・制御という一連のリスク管理フレー

ムワークとスコアリングモデルを内製化していることが

最大の強みです。その結果、テーラーメイドでのスコア

リングモデルの構築が可能となり、機動的なリスクマネ

ジメントを実現しています。

3．オペレーション

価値共創型ビジネスでは、貸金業法や銀行法などの法令

に準拠したオペレーション（業務運営）体制を構築する

ことが必要です。基幹系業務システムを内製化できるシ

ステム開発力、リーンな業務プロセスの設計・構築を担

える専門組織、アルファ債権回収が有するサービサー機

能を活用できることも強みです。

生産性の抜本的な改善に向けて、クラウド環境下での

業務システム再構築に加え、OODA Loop（ウーダ・ルー

プ）による業務プロセスの改善に取り組んでいます。

回収の最適化では、OCR/AI/RPA などのデジタル技術

を投入します。これにより、回収活動の業務生産性を

引き上げ、業務量を削減します。業務量の削減によっ

て捻出された余裕時間を回収スキルの高い社員に優先

的に振り当てます。この経営資源の再配分によって、

回収可能性の見極めが精緻化され、回収を最大化でき

るようになります。

株式会社NTTドコモ、株式会社ニッセンと戦略的な提携先

を拡大しながら、価値共創型ビジネスの開拓に注力してき

ました。ファミリーマートのプラットフォーム「ファミペイ」

アプリサービスを提供する株式会社ファミマデジタルワン

と業務提携し、700万人（2021年1月末時点）を超えるファ

ミペイ会員への金融サービスを開始する予定です。

常務執行役員
コンシューマーファイナンス総括

兼 新生フィナンシャル（株）代表取締役社長兼CEO
鳥越 宏行

Shinsei IR Day
トピックス

持続的成長
の実現

引き上げ、業務量を削減します。業務量の削減によっ

て捻出された余裕時間を回収スキルの高い社員に優先

的に振り当てます。この経営資源の再配分によって、

回収可能性の見極めが精緻化され、回収を最大化でき
持続的成長るようになります。

ファミペイ提携 for ファミリーマート
ファミペイユーザー
700万人超(※3)

2021年夏以降、必要な関係当局からの認可
取得を前提に、順次開始
(※3)2021年1月末時点ファミペイアプリダウンロード数

地銀保証事業
保証客数
約7.4万件(※2)

地銀提携による保証ビジネス
(14行1社)を展開
(※2)2020年10月末時点
(新生銀行スマートカードローンプラス
保証業務の一部含む)

スマートカードローンプラス 
for ニッセン
ニッセンユーザー
1,200万件超(※1)

2020 年 11月開始
(※1)ニッセンクレジットおよび
ニッセンの顧客数合計

スマートマネーレンディング 
for NTTドコモ
ドコモユーザー
8,000万人超
2019 年 8月開始

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
ストラクチャードファイナンス：特別なストラクチャー（仕組み）を要するファイナンスのこと。
プライベートエクイティ：私募発行された株式や、取引所や店頭市場で取引されない株式などのこと。
デリバティブ：金利・債券・為替・株式・商品などの取引から派生した取引の総称。

---

法人業務

法人業務は、事業法人・金融法人などのお客さまにソ

リューションを提供する業務、プロジェクト案件や不動

産などを対象としたストラクチャードファイナンス業務、

プライベートエクイティ投資や事業承継金融などを行う

業務、リース業務、外国為替・金利デリバティブなどの

市場ソリューションを提供する市場営業業務などを行っ

ています。

　新型コロナウイルス感染症の拡大や環境・エネルギー

問題、経営者の高齢化に伴う中小企業等の新陳代謝など、

社会的な課題が拡大する中、社会的インフラである金融

機関としての責任、顧客と社会に貢献する役割はますま

す重要なものになっています。

　事業法人のお客さまに対しては、新生銀行グループは

中長期的な環境変化を捉え、グループ内にある金融機能

だけでなく、グループ外企業との連携も視野に入れ、お

客さまの課題解決や新事業創出を支援する事業パート

ナー型ビジネスを追求し、金融領域に限らないソリュー

ションを提供していきます。

　また、当行グループが強みを有するストラクチャード

ファイナンスの分野をさらに進化させた機関投資家向け

ビジネスを中期経営戦略において注力分野として位置づ

け、経営資源を積極的に投入しています。サステナビリ

ティ関連のプロジェクトファイナンスを中心に幅広く取

り組んでいくとともに、これまで培ってきた国内外の機

関投資家とのリレーション、知見、分析力などを活用し、

単独でのシニアローン提供だけでなく地域金融機関との

シンジケーションアレンジにも積極的に取り組んでいま

す。加えて、環境や社会課題に対する投資家の高い関心

を踏まえ、資金を提供する投資マネージャーや、そこに

資金を提供するアセットオーナーを含む幅広い機関投資

家を対象としたビジネスを推進しています。

　2020年2月に「サステナブルインパクト推進部」を設

立し、投融資案件に対して当行独自のサステナビリティ／

ESG評価を行い、対象案件の投資家へその評価を提供し

ています。当該部署の本格稼働により、ESG関連ローン

の着実な実績と多くのパイプラインの積み上げに寄与し

ています。

専務執行役員
法人ビジネスユニット長 
平野 昇一
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1.57 1.65 1.60
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4,907
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34
57

( 年度 )
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95

58

26

62

( 年度 )

( 億円 )

19 2018

1.64
1.89 1.97

( 年度末 )

( 兆円 )

19 20

法人営業 ストラクチャードファイナンス 昭和リース

営業性資産 主要業務データ

■■ 業務粗利益　■■ 与信関連費用加算後実質業務純益

市場営業法人営業 昭和リースストラクチャード
ファイナンス

プリンシパル
トランザクションズ

ありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
ノンリコースファイナンス：特定の事業・資産から発生するキャッシュ・フローのみを返済原資とし、スポンサーなどへの返済を求めることはできない非訴求型ファイナンス。
プロジェクトファイナンス：特定のプロジェクトに対して行う融資で、特に当該プロジェクトから生じるキャッシュ・フローが中心的な返済原資とされるものを指す。

法人業務

不動産ファイナンス プロジェクトファイナンス 昭和リース
不動産ファイナンスでは、外部環境の変化への対応と慎重

なモニタリングを行いながら、適正なリスク管理とリターン

を確保できる案件に限定した選別的な取り組みを行ってい

ます。

　2020年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り上期は大幅に取引量が減少しましたが、下期は物流・住

宅を中心に回復をしています。

　今後は、環境対応不動産や、社会的ニーズやライフスタイ

ルの変化に対応した不動産へのファイナンスも積極的に推

進していきます。

国内のメガソーラーは、新規の開発案件の増加がひと段落

しつつあり、リファイナンスやセカンダリー中心のマーケッ

トに移行する一方で、陸上風力やバイオマスなどの大型案

件が徐々に増加しています。洋上風力の検討も開始してい

ます。欧州を中心とした海外でも大型の洋上風力を中心に

ファイナンスの機会は拡大しており、ファイバー敷設や通信

タワー建設などの社会基盤インフラやデジタルインフラ案

件への取り組みも強化していきます。

　新生銀行グループはサステナビリティ経営を推進し、石

炭火力発電向けプロジェクトファイナンスに係る新規の投

融資については国内外ともに一切行わない方針です。

コロナ禍による企業の設備投資が低迷する中、グループ連

携による新規パートナーの開拓やトーザイ貿易によるイン

ターネットを併用したハイブリッド型のオークションの実施

など、強みを発揮できる分野に経営資源を集中し競争力の

強化に取り組んでいます。

　営業性資産残高は、2019年に買収した神鋼リースの効

果により、強みのある建機を中心にバランスの取れたポート

フォリオとなっています。

　パートナービジネス推進は、USEN-NEXT GROUPと

お取引のある法人のお客さまに向けたリースの取り扱いを

2021年１月から開始しています。

■ 営業性資産残高の内訳
(2021年 3月末 )

■ 2021年３月末残高のポートフォリオ （案件タイプ別）■ 不動産ノンリコースファイナンス　新規実行額

1 パブリック・プライベート・パートナーシップ
2 LNG液化施設や受入れターミナル等の施設に対するファイナンス

医療・商業・その他
14%

ファイナンス
12%

産業機械・工作機械
10%

土木建設機械・
輸送機器
42%

電算事務機
22%

太陽光発電
70%

PPP¹
37%

ガス関連等²
20%

風力発電
22%

火力発電
(石炭)
9%

その他
5%

火力発電
(バイオマス)
3% 火力発電

(ガス)
4%

火力発電
(石炭)
8%

火力発電
(バイオマス)
7%

火力発電(ガス)
3%

ガス関連等
2%

風力発電
10%

国内 海外

3,559
（億円）

（年度）

1,560

19 20
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用語解説 
&

関連 URL
Shinsei IR Day（2021年 2月 24日開催）
https://www.shinseibank.com/corporate/ir/presentation/irday/index.html

新生銀行の強み（成長領域）
ディストリビューション
機関投資家への販売体制

機関投資家の投資需要
ストラクチャード
ファイナンス

実物資産型オルタナティブ
インフラ、不動産など

サステナビリティ
ESG/SDGs

法人業務

機関投資家向けビジネスの進捗
ストラクチャードファイナンスビジネスの深化 機関投資家との共同投資ビジネス サステナビリティ・フォーカス
プロジェクトファイナンス：太陽光、バイオマス、海底

送電線などに加え、近時は風力発電、上場インフラ投資

法人、地熱発電などの新たなアセットクラスやファイナ

ンススキームへの取り組みを強化しています。

不動産ファイナンス：新たなアセットタイプとして、ハ

イスペック物流施設、データセンター、学生寮、環境対

応不動産への取り組みを拡大しています。

船舶ファイナンス：低炭素化に取り組む船主、オペレー

ターに対するファイナンスを通じて、持続可能な未来に

向けた海運業界のトランジションを後押ししていきます。

2021 年 3月には、海上輸送から出てくる温暖化ガス排

出量を減らすために船舶業界が掲げる目標をファイナン

ス面から後押しする、民間の金融機関による自主的な枠

組みである「ポセイドン原則」を採択しました。

ヘルスケアファイナンス：2004 年から、介護施設に対

するノンリコースローンへの取り組みを業界に先駆けて

始めています。2020 年度は、業界初となる、介護医療

院へのノンリコースローンにも取り組みました。

機関投資家向けビジネスでは、サステナブルファ

イナンスのシンジケーションやプロジェクトボン

ドなど、ディストリビューション手法を多様化し

ています。プロジェクトボンド形式を取り入れる

ことで、ローン形態だけでなく、有価証券形態を

志向する投資家層へのアプローチも可能となり

ます。ディストリビューション実績は順調に拡大

し、取引社数も増加しています。

2020年 2月、サステナブルインパクト推進部を新設し、法人ビジ

ネスにおけるサステナブルファイナンスの取り組みをグループ横断

的に推進しています。赤道原則の採択・運用開始、ファイナンスフ

レームワークの構築、サステナブルファイナンス商品の展開開始な

ど、着実に取り組みを進展させています。

　各種原則等との整合性を重視した枠組みのほか、借り手との「合

意と対話」を軸に、新生銀行が作成した基準に基づき、サステナビ

リティの取り組みをサポートする枠組みを用意しています。

常務執行役員 
グループストラクチャードソリューション総括

日下部 裕文

Shinsei IR Day
トピックス

サステナブルファイナンスの推進

サステナビリティ・フォーカス             サステナブルファイナンスを推進していく
機関投資家との共同投資ビジネスの展開 機関投資家の投資需要を捉え、新たな成長を目指し
ストラクチャードファイナンスの深化    強みであるストラクチャードファイナンス領域を深化させながら

インフラ向けプロジェクトファイナンス
（再生可能エネルギー等）

機関投資家への販売

多様化検討

シンジケーション

ファンド

ABL

プロジェクトボンド

不動産ファイナンス

インフラ 再エネ等インフラ

不動産 環境対応不動産

船舶・航空機 環境対応船舶・航空機

ヘルスケア資産 社会課題解決型資産

船舶・航空機ファイナンス

ヘルスケアファイナンス

親和性

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
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個人

法人

特集：コロナ禍でのマネジメント
新生銀行グループでは、お客さまや従業員の健康・安全確保を最優先に新型コロナウイルス感染拡大防止に取
り組みながら、お客さまへのサービスの継続的な提供とともに、従業員の働き方改革に積極的に取り組んでき
ました。コロナ禍のニューノーマル（新常態）により、新生銀行グループの働き方改革は「働き方リ・デザイ
ン」に進化し、その取り組みが一層加速しました。この特集では、その一連の取り組みをご紹介します。

•来店時のマスク着用のお願い
•店舗の感染予防の徹底
•混雑時を避けてお待たせしない来店予約
•「リモートご相談窓口」の設置

•在宅勤務率 : 約 85%（間接部署のみ平均）
•オフィスの感染予防の徹底
•感染予防マニュアル、勤務ガイドラインの制定
•メンタルヘルス相談窓口の設置

•医療、教育、芸術活動を支援（寄付総額　3,000 万円）
　　医療活動支援 : 日本赤十字社
　　学生の進学・生活支援：一般財団法人あしなが育英会
　　フリーランスの芸術活動支援：「Arts United Fund」

• 緊急の資金需要への対応
•ビデオ会議、電話会議を活用したコミュニケーション
•ペーパーレス推進等による業務効率化

お客さま 従業員

社会貢献

P.64

P.64

P.64

P.42
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第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 2021年度～

働き方 リ・デザイン
改善ニーズヒアリングに基づき、
今後取り組むべき働く環境整備に
かかるテーマを選定
テーマごとにサブ分科会を設置
し、具体的な取組内容を随時実行

働き方をリ・デザインする

新生銀行グループの働き方改革　

新生銀行グループは、新型コロナウイルス感染症のパン

デミック発生前から“多様な働き方”に向けた取り組み

を他の金融機関に先駆けて推進していました。「兼業／副

業の解禁」「ドレスコードの廃止」はその一例です。ま

た同時に、どこでも働くことができるための体制整備も

順次進めており、2019 年度にはラップトップ PCの配

布など在宅勤務制度の拡充をすでに開始していました。

2020 年度は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受

けつつも、先の取り組みが役立ち、比較的軽微なものに

とどめることができました。

「働き方 リ・デザイン」の立ち上げ

新生銀行グループは、金融機関として積極的に社会的役

割を果たすため、新型コロナウイルス感染拡大を受け急

速に進むニューノーマル（新常態）化を、持続的な成長

に向けた変化の機会ととらえ、これまで推し進めてきた

“多様な働き方”に向けたさまざまな取り組みを「働き方 

リ・デザイン」として再定義し、さらに加速させています。

　これにより、当行グループで働く人のエンゲージメン

トを高め、多様性の中からイノベーションを生み出すこ

とで、お客さまや社会に対して新しい価値を提供し続け

るとともに、当行グループの持続的な成長につなげてい

きます。

「働き方 リ・デザイン」の取り組み

「働き方 リ・デザイン」は、“Workstyle”、“Workplace”、

“Workprocess”の３つの要素と、それらを支える情報

通信などインフラの整備から構成される、変革の取り組

みです。時間や場所にとらわれない多様な働き方を推進

し、新生銀行グループで働く人がそれぞれにとって最適

な働き方を選択できるようになることを目指し、業務の

効率化だけではなく、当行グループで働く人の満足度の

向上による広い意味での生産性の改善につなげます。

■ 2020年度 働き方改革と働き方リ・デザインのアクション年表

■ 働き方リ・デザイン全体像

取り組みの深化

業務環境共有・整合性確認
With コロナ 基本方針確認・決定

テーマ別サブ分科会設置
業務運営取り組み案件の選定 実行フェーズ

働き方 リ・デザインの浸透化●対外リリース
　働き方リ・デザイン

従業員
アンケート

改善ニーズ
ヒアリング

Workprocess
リ・デザイン
業務プロセスの見直し

Workplace
リ・デザイン
オフィスの使い方の

再設計

Workstyle
リ・デザイン

時間・場所にとらわれない
自由な働き方の促進

情報通信などのインフラ整備

これまでの働き方改革

改革の加速
新
型
コ
ロ
ナ

感
染
拡
大 •働く場所の自由化

•業務支援手当の創出
•ニューノーマル下の健康経営
•コミュニケーション円滑化

•オフィスの再設計
•サテライトオフィスの設置

•電子契約ツールの導入
•社内稟議の電子化

急速に進むニューノーマル化（新常態化）を、
持続的な成長に向けた変化の機会ととらえ、これまでの働き方改革を再定義

コロナ禍でのマネジメントありたい姿実現のために
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Workstyle リ・デザイン Workplace リ・デザイン Workprocess  リ・デザイン

新生銀行グループで働く人々の働き方について、ニュー
ノーマルを想定して、リモートワーク、時差出勤など勤
務形態のバリエーションを拡充するほか、柔軟な働き方
を支える諸手当の再整理といった人事制度を見直すとと
もに、従業員の健康と安全を最優先した勤務環境の整備
に努めています。これにより従業員の働く意欲を高め、
多様性のある人材ポートフォリオを実現し、将来にわたっ
て持続的に高い価値創造を担う人材が最大限に能力を発
揮できる制度・風土づくりを行います。さらに、リモー
トワークと他社からの兼業・副業の受入れを同時に進め
る中で、地理的制約と会社の枠組みを解き、当行グルー
プへ貢献する、より有為な人材確保を進めていきます。

「オフィス」「家」「サテライトオフィス」など、多様な働く場
所の組み合わせにより、一人ひとりがそれぞれの事情に応
じて働き方を最適化しつつ、新生銀行グループがコミュニ
ティとして成立し、グループとしての文化を形成することで、
「持続的成長」の実現を目指します。「家」で勤務に相応し
い環境が整っていない社員には、さまざまなタイプの「サテ
ライトオフィス」を整備し、ニューノーマルに相応しい「オフィ
ス」の設えも再設計しています。特にオフィスは単なる作業
スペースではなく、新しいアイディアが生まれる「創発」の
場と位置づけ、コミュニケーションスペースを大幅に拡充し
たABW（Activity Based Working）を推進するとともに、
これを浸透させるための取り組みを行います。

働く場所に制約されず生産的に働くためには、紙の使用を
前提とした業務を減らすことが必要な条件となります。社
内では、従前から進めていたペーパーレスの取り組みをグ
ループ全体に展開し、ワークフローシステムを導入するなど
社内稟議や業務連携のための文書の電子化を拡大していま
す。また、対外的な取引文書のやり取りについては、グルー
プ標準の電子署名ツールを導入しました。カウンターパー
ティーの協力を得ながら、従来の書面の授受、押印をなく
し契約手続の効率化を目指します。これらペーパーレス化
の徹底に加え、日進月歩の新たなデジタルツールを活用す
るなどさらなる業務改善に取り組み、グループ全体の業務
量削減・効率化を推進します。

Style Place Process

「リモート」と「リアル」
の両立

個人と組織
の運用

3rd PLACE
サテライトオフィス

HOME
家／在宅勤務

WORK STYLE / WORK PLACE / WORK PROCESS
▼

持続的成長 ／ ケイパビリティの強化・活用
ニューノーマルへの挑戦 ／ 新たな事業モデルの創出

OFFICE
オフィス

好きな場所を選ぶ リラックスして働く

在宅勤務

家族との時間

議論が盛り上がる

ビジネスが生まれる仲間とつながる
気軽な雑談で深まる

遠隔ミーティングで繋がる

テレワークする

コロナ禍でのマネジメントありたい姿実現のために
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用語解説 
&

関連 URL
UI（ユーザーインターフェース）：ユーザーと物が接触する部分のことで、画面上で表示されるフォント、画像などの外観のこと。
UX（ユーザーエクスペリエンス）：ユーザーが物やサービスを利用して得られる体験のこと。

検討課題について
10テーマを設定しテーマごとに
グループを立ち上げて検討を進めました。
［内訳］
●訪問営業・有人店舗やマス広告・アプリ・Webなど顧客接点
を起点としたUI/UX戦略から2つ
●営業領域や対象顧客の検討を起点とした事業戦略から6つ
●従業員の働き方や働く場所の検討を中心にした働き方改革戦略
から2つ

Level2　横串

Level3 個別検討

Level1
Project
Management

Project Leader
社長

Project Management Office
( 事務局 )

テーマⅠ
新・UX戦略

テーマⅢ
新・働き方改革

テーマⅡ
新・事業戦略

Evangelist
  ・ESG（サステナブルインパクト推進部） 
  ・Digital（グループデータ戦略室）

テーマ内
顧客セグメント
Digital/ESG

個人法人

プロジェクト立ち上げの目的、位置づけ
新生銀行グループは常に事業の見直しを続けていますが、
コロナ禍による環境の変化は非常に短期間で大きいもの
でした。社員やお客さまの安全確保のための喫緊課題な
どへの対応を行うことが必要であるのはもちろん、社会
における物理接触やそれに関連する価値観の変化、サプ
ライチェーンの分断をはじめとするグローバルでのビジ
ネス環境の変化などに対して迅速的確に適応し、将来の
機会を捉えていくべく、全体戦略を横断的に見直しする
機会と捉え、プロジェクトを立ち上げました。

プロジェクトの概要
プロジェクトの基本思想は、下記3点をポイントとしました。
①現在の業務を前提としない思考
未来のあるべき姿から逆算して思考するバックキャスト方式
を採用し、現在の業務を担っている各マネジメント下ではな
く社長直轄としました。
②多様な人材を活用したアイディア
グループ各社から横断的に、若手中堅にやや比重を置いた
幅広い年齢層から、ジェンダー含め、多様性に富む検討チー
ムを組成しました。
③全体を整合させる軸
ESGとデジタルの両輪を横串で通すため、両分野の専門
人材である「エヴァンジェリスト」を、各検討グループのメ
ンバーとして配置しました。

プロジェクトの進行プロセス
各検討グループは、多様な専門領域を持つメンバーの知見
に外部からの情報収集や分析なども加えながら、活発で熱
意のある議論により大小さまざまなアイディアをまとめまし
た。その過程では、各グループが個別に社長との双方向的
な議論を重ね、ブラッシュアップしていきました。また、取
締役会への中間報告では、取締役会メンバーから多くの助
言と激励を得て、アイディアを最終化していきました。こう
したプロセスを経て初めて、各業務のシニアマネジメント層
にアイディアを広く展開し、リソースを考慮した経営判断と
して優先順位付けを行っていきました。
　すぐに実行可能な組織体制変更など、すでに実施されて
いる施策もありますが、その他の事業戦略なども各ビジネ
スにおいて具現化を検討する段階に至っており、今後、さ
まざまなかたちでビジネスの改善・変容に反映されていくこ
とになります。

ビジネス面における変化への対応

コロナ禍でのマネジメントありたい姿実現のために
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス

当行は、経営理念の実現に向けて、当行グループのコーポ

レート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題のひとつと

認識し、監査役会設置会社としてコーポレート・ガバナンス

体制を構築しています。この体制により、①経営の最高意

思決定機関である取締役会が中期経営計画や年度計画な

ど経営の基本方針をはじめとする会社の重要な業務執行を

決定することで、当行の向かう大きな方向性を示すととも

に、経営陣幹部による適切なリスクテイクを支える環境整

備を実施し、②業務執行および取締役会から独立した監査

役および監査役会が取締役会に対する監査機能を担うこ

とで、適切な経営の意思決定と業務執行を実現するととも

に、組織的に十分牽制の効くコーポレート・ガバナンス体制

の確立を目指しています。

　取締役は、業務執行を行う2名の取締役と、主に業務執

行に対する監督を行う5名の社外取締役の計7名から構成

されています。社外取締役は、それぞれ、国内および海外で

の金融業や、消費者を対象とした事業、不動産・高齢者向

け事業、ベンチャー経営、経営コンサルティング、情報シス

テムおよびリスク管理分野などに関する豊富な経験と高い

専門知識を有するメンバーでバランス良く構成しており、各

取締役が持つ経験と専門知識を背景に、中立的かつ客観的

な立場から当行の経営に対する意見を述べ、業務執行を行

う業務執行取締役に対する監督・助言機能を果たしていま

す。また、ESG経営の「G」の観点から、株主を含むステー

クホルダーの皆さまへの説明責任を向上させるには、取締

役候補の指名および取締役の報酬の決定に係る取締役会

機能の客観性と透明性をさらに向上させる必要があると考

え、2019年3月に、任意の「指名・報酬委員会」を設置しま

した。

株主総会

取締役会／取締役
（7名中5名が社外取締役）

監査役／監査役会
（3名中2名が社外監査役）

 コーポレート・ガバナンス体制図（2021年6月23日現在）

経営戦略の策定
業務執行の監督

経営戦略の実行
業務の実行

指名・報酬委員会

グループ監査部

業務執行

社長

グループ経営会議、経営会議
各種委員会

チーフオフィサー
シニアオフィサー

ビジネスユニット長
他の執行役員

グループ本社 ビジネス
（銀行・子会社）

取締役会の構成
業務執行
取締役

社長 工藤 英之（議長）
チーフオフィサー（注）　
平沢 晃

社外取締役 アーネスト M. 比嘉
槇原 純
村山 利栄
佐々木 裕子
富村 隆一

（注）管掌（グループ組織戦略、グループ人事、
　   グループ総務、グループIT）を兼務

監査役会の構成
常勤監査役 永田 信哉（議長）
社外監査役 赤松 育子

金野 志保

会計監査人

選任 選任

諮問

監査

監督選任 答申

監査

監査
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125分 70分 175分 215分55分 115分 30分

90分 185分40分 95分 145分 85分 95分

2019年度

2020年度

（合計785分）

（合計735分）

社長報告

人事／報酬
関連

中長期戦略
関連財務関連 個別案件

監査・リスク
管理関連 その他

コーポレート・ガバナンス

取締役会の運営方針

当行は、年 6回の定時取締役会開催に加え、ひとつの議

題について集中的に議論するためのストラテジーセッショ

ンを実施しています。2020 年度は、人事、生産性向上、

ビジネスの3つの戦略をテーマとして開催しました。セッ

ションでは執行側からの各テーマに関する説明に対し、取

締役、監査役から数多くの大所高所からの質問、意見およ

び提案があがり、有益で活発な議論を行いました。

　また、非常勤である社外役員が、それぞれの持つさま

ざまな知見や業務執行に関する情報を共有することを目的

に、社外役員で構成する定期的な会合を設けています。

　当行の取締役会は現在、社外取締役が過半数を占める

（取締役 7名中、社外取締役が 5名）構成となっており、

取締役候補の指名、ならびに取締役の報酬制度や個別報

酬額の決定について、客観性と透明性のある議論が可能な

体制となっています。指名・報酬委員会は、社外取締役の

みを委員とし、取締役会の諮問を受け、取締役の選任・解

任に関する株主総会議案の内容や、代表取締役の選定・解

任に関する事項、後継者計画および取締役の報酬に関する

事項を審議し、取締役会に答申する体制となっています。

　引き続き、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果

たすべく、コーポレート・ガバナンス体制の強化を図ってい

きます。

　2020年度のストラテジーセッションでは、人事、生

産性向上、ビジネス戦略の議題について、315分の議論

が行われました。

 2020年度取締役会年間スケジュール

 取締役会議題およびその所要時間

5月
定時取締役会 
（決算、株主総会招集関連決議、監査結果報告等） 
指名・報酬委員会

6月
定時取締役会 
（株主総会終了後開催、代表取締役選定等） 
指名・報酬委員会

9月 定時取締役会 
指名・報酬委員会

11月
ストラテジーセッション 
定時取締役会（中間決算決議等） 
指名・報酬委員会

1月 定時取締役会 
指名・報酬委員会

3月 定時取締役会（年度予算、計画決議等） 
指名・報酬委員会
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取締役会の実効性評価

当行は、取締役会の機能向上を図るため、取締役会全体に対

する実効性評価・分析を定期的に行うことと定めています。

　2020年度の自己評価実施の概要は、以下のとおりです。

（1）目的
取締役会が自らに求められる役割・責務を果たしているかを自己
評価し、PDCAサイクルを回すことにより、その機能向上に役立
てること
（2）分析・評価対象
取締役会の活動および当該活動を効率的・効果的に行うための
運営・支援体制
（3）実施主体
取締役会出席者全員（取締役、監査役、その他の計11名）による
評価。例年同様、監査役のみを対象とした質問を実施
（4）分析・評価項目
取締役会での議論の内容、執行側による取締役会の運営、取締
役会の構成・多様性、執行側からの取締役会への情報提供、スト
ラテジーセッションでの議論の内容、執行側によるストラテジー
セッションの運営、コミュニケーション、指名・報酬委員会、取締役
会実効性第三者評価の必要性、監査役からの評価等
（5）分析・評価手段
取締役会議長の指示に基づき取締役会事務局によるアンケート
調査（選択回答および自由回答）
（6）結果のフィードバック
選択結果および自由回答を取締役会に報告
　主なアンケート結果の概要は、右表のとおりです。

同アンケートの結果から、全般的に昨年度の結果と大差はな

かったものの、総じて高めの評価が多かったことと、前回、検討・

改善が必要との評価であった事項についても満足度が上がって

いたことを確認できたことで、効率的な会議運営が重要な議論

のための時間確保にも繋がっていると評価しています。その他、

会議や運営に関する提案や意見もいただいており、その点につ

いては取締役会の意向も確認しながら検討、対応を行い、さらな

る取締役会の実効性および機能の向上に取り組んでいきます。

分析・評価項目 アンケート結果の主な概要

取締役会での議論の内容 昨年度に続き、中長期的なビジネスビジョン、企業価値向上および持続的成長のためのビジネスモデルの議論が建設的
になされており、企業価値の向上や持続的成長に貢献しているとの一定の評価を得られました。

ストラテジーセッションの議論の
内容と有効性

今年度は、人事、生産性向上、ビジネスの3つの戦略をテーマとした議論を行いました。これらのテーマは経営課題や持
続的成長のためのビジネスモデルに重点を置いた適切なものであったとの一定の評価を得られました。ストラテジーセッ
ションは、当行グループの中長期的なビジネス戦略を検討していくうえで有効であると評価されており、今後も適切な
テーマを設定し、ストラテジーセッションが有益な議論の機会となるよう努めていくことを確認しました。

取締役会の構成・多様性 ジェンダー、国際性を含む多様性に関しては、「適切」「概ね適切」との評価であった一方、スキルや経験を含めた広義の多
様性という観点では、引き続き検討が必要であることを確認しました。

執行側による取締役会および
ストラテジーセッションの運営

説明省略議案の選定、資料に関する事前の質問受付け等による運営の効率化に引き続き注力したことで、今年度のアン
ケート結果でも重要な議題が網羅され、重要な審議に十分な時間が配分されているなどメリハリのある運営であったとの
評価を得られました。

執行側から取締役会への情報提供

昨年度のアンケートでは資料構成やボリューム、および執行側からの議案の説明に関し改善の余地があることが確認さ
れたため、その点は特に留意し取り組んだ結果、今年度はいずれについても改善が見られたことを確認しました。また、取
締役会やストラテジーセッションその他の機会を通じた情報提供にも心がけた結果、必要な情報は提供されているとの評
価であったことに加えて、今年度は外部の講師を招いてのレクチャーを２回実施しました。このような機会も含めて、引き
続き取締役会にとって満足度の高い、そして有益な情報の提供に努めてまいります。

コミュニケーション
社外役員間の情報共有等については、概ね良好な環境であるとともに、社外役員のみで構成するエグゼクティブセッ
ションの有効性についても確認しました。他方、取締役会への主要なステークホルダー（株主、従業員等）に関する情報の
フィードバックについては、概ね適切との評価ではありましたが、より内容の充実に努めていくことを確認しました。

指名・報酬委員会
2020年度は1月末までに5回開催しました。委員の構成、開催頻度については概ね適正であること、また指名・報酬に関
する事項に関しても、概ね議論する有益な場であったことを確認しました。また、委員会とは別に執行メンバーとの面談を
実施し、人材を知る良い機会となったと高い評価を得ました。今後も継続して実施したいと考えています。

第三者による実効性評価の実施
第三者による実効性評価については、「中長期的には検討した方が良い」「検討不要」との回答が大宗を占め、現在の実効
性評価が機能していることをあらためて確認することができました。今すぐに実施の必要性は高く感じられないものの、
継続して検討していく事項であることを認識しました。

監査役を対象にした質問 全般として取締役は期待されている責務を適切に遂行しているとの監査役による評価を確認しました。
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役員報酬制度

当行では、株主総会で承認された役員報酬総額の範囲内

で、社外取締役が過半数を占める取締役会において、役員

報酬制度の導入やその水準を決定しています。また、社外取

締役の全員によって構成される指名・報酬委員会を取締役

会の諮問機関として任意に設置しており、取締役会の諮問

に応じて取締役の報酬に関する事項を審議し、取締役会に

答申することとしています。

報酬の決定方針

・ グループ経営の推進、中長期的なグループ経営理念の実

現に向けた適切なインセンティブ付けを行います。

・ 各役員が担う役割・責任を反映し、自社株式の長期保有

による株主価値との共有化を図ります。

・ 過度なリスクテイクは抑え、金融機関としての健全性維

持に資する制度とします。

・ 株価を意識し、より企業価値向上に向けたインセンティ

ブが働く報酬制度を組み込みます。

常勤取締役の報酬体系

・ 基本報酬

役位に応じた固定報酬（年定額）

・中長期インセンティブ報酬

常勤取締役の報酬は、株主との一層の価値の共有を進める

とともに、業務執行において、中長期的な企業価値の向上

や株価上昇への貢献意欲を高めるため中長期インセンティ

ブ報酬として、株式報酬型ストック・オプションおよび譲渡

制限付株式報酬を導入しています。株式報酬型ストック・オ

プションの支給額は、取締役会で決定した内規に基づき、

執行役員およびグループ本社のチーフオフィサー、シニアオフィサーの報酬は、基本報酬としての固定報酬、短期インセンティブ報酬として
単年度業績に応じて決定される賞与および中長期インセンティブ報酬としての譲渡制限付株式報酬で構成されます。

当行および銀行業の株価の状況および純資産の状況に基

づく一定の計算式に基づいて決定されますが、指標は市場

において決定されるものであるため、目標として定めてい

ません。各報酬の構成割合は、基本報酬を総報酬の60％、

譲渡制限付株式報酬を総報酬の15～20％、株式報酬型ス

トック・オプションを総報酬の20～25％とすることを目安

とします。なお、単年度業績に応じて決定される短期インセ

ンティブ報酬はありません。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員の員数

（名）固定報酬
株式報酬型
ストック・
オプション

譲渡制限付
株式報酬 退職慰労金 左記のうち、

非金銭報酬

取締役（社外取締役を除く） 112 67 25 19 － 45 2名
監査役（社外監査役を除く） 20 20 － － － － 1名
社外役員 82 67 － 14 － 14 7名
計 214 154 25 34 － 60 10名

 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数（2020年4月1日～ 2021年3月31日）

（注） 1. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
 2. 上記区分において、執行役員を兼務している取締役が2名おります。

3. 非金銭報酬等には、取締役に対する株式報酬型ストック・オプションおよび譲渡制限付株式報酬を含めて記載しております。
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監査役 /監査役会

当行の監査役会は、当行での業務経験が長く、財務および

会計に関する知見を有する常勤監査役 1名と、弁護士、公

認会計士である社外監査役 2名で構成され、それぞれが持

つ専門性とコーポレート・ガバナンス、ダイバーシティなど

に関する知見をもとに、取締役会から独立した立場で取締

役の職務執行を適切に監査しています。

　社外監査役は、ともに他社における社外役員の経験を活

かし、より独立的、客観的な立場から意見表明などを行い、

（2） 常勤取締役の譲渡制限付株式の割当上限額：上記（1）

の上限総額のうち、年額20百万円

社外取締役の譲渡制限付株式の割当上限額（2020年度よ

り導入）：上記（1）の上限総額のうち、年額15百万円

なお、譲渡制限期間は、常勤取締役および社外取締役とも、

割当を受けた日より3年間から5年間までの間で当行取締役

会があらかじめ定める期間です。

（3） 常勤取締役の株式報酬型ストック・オプションの割当上

限額：上記（1）の上限総額とは別に、年額50百万円以内

社外取締役の報酬体系

社外取締役の報酬は、基本報酬としての固定報酬に加え

て、企業価値の持続的な向上を図り、株主と価値の共有を

一層進めるために、2020年度より、譲渡制限付株式報酬

を導入しています。報酬の構成割合は、基本報酬を総報酬

の80％、譲渡制限付株式報酬を総報酬の20％とすること

を目安とします。

● 報酬額の決定プロセス

取締役の報酬については、履行中である経営健全化計画

の内容を前提に、株主総会において決議された報酬総額の

範囲内で、指名・報酬委員会で審議を行い、その答申を受

けた取締役会において報酬額を決定しています。さらに、

取締役会は、監査役会にて監査される内部統制の仕組みを

とっています。

　指名・報酬委員会は社外取締役全員により構成され、決

議は出席委員の過半数により行います。また、監査役も指

名・報酬委員会に陪席します。指名・報酬委員会は、年度内

に６回開催されています。

● 取締役の報酬上限総額

（1） 取締役（社外取締役を含む）の上限総額：年額180百万

円以内（うち社外取締役60百万円）

取締役会 監査役会

開催回数 6回 12回

出席率 100% 100%

 監査役の2020年度の活動実績

監査役監査活動の実効性を高めています。常勤監査役は、

取締役会のほか経営会議などの重要会議への出席、重要

書類の閲覧、取締役・執行役員・会計監査人などからの報

告聴取といった監査活動を自ら行うことに加え、グループ監

査部などの内部統制部署との連携ならびに監査役室スタッ

フの活用を通じ、当行および子会社を含め当行グループの

業務執行状況を組織的かつ効率的に監査しています。
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• 内部統制規程
• 新生銀行グループ行動憲章
• 新生銀行グループ行動規範
• グループリスクガバナンス
  ポリシー
• グループリスクマネジメント
  ポリシー
• グループ情報セキュリティ
  ポリシー
• 業務執行規程
• 子会社・関連会社ポリシー
• グループ本社組織管理規程
• 内部監査規程

取締役会／取締役

執行役員、チーフオフィサー、シニアオフィサー

監査役／監査役会 会計監査人

代表取締役社長 三線機能（内部監査機能）
グループ監査部

二線機能(現場の業務執行ラインから独立した管理機能）
グループ本社

一線機能（現場の業務執行ラインにおける自律的統制機能）
顧客ビジネス部署（含むグループ会社）

Plan

Action Do

Check

• コンプライアンス
• リスクマネジメント
• セキュリティ
• 業務継続管理

• 効率的業務執行
• 子会社・関連会社管理
• 財務／業績管理　他

（方針・施策の策定）

（方針・施策の改善） （方針・施策の実行）

（方針・施策の評価）
〈内部統制システムの構築・運用〉

規程の整備  監督 選任 選定・監督

監査 報告

報告

報告

監査 報告 監査

監査

コーポレート・ガバナンス

内部統制

コーポレート・ガバナンスが正しく機能するためには、取締役

会を中心とした業務執行の監督と意思決定の仕組みを整備

することに加え、内部監査、コンプライアンスといった機能が

適切に働くための体制づくりが必要になります。また、会社法

で求められる内部統制システムの構築、あるいは金融商品

取引法で求められる財務報告の正確性を担保するための内

部統制の確保も、コーポレート・ガバナンスが正しく機能する

ための重要な要素となります。これら内部統制の確保は、経

営の責任において行うものですが、実際の業務を行う各部

署において、具体的な内部統制を確保する手段を講じること

によって、全体の内部統制が有効に機能します。

　当行では、日常の業務を適切かつ効率的に遂行するため

の内部統制システムの基本方針は、取締役会が決定した「内

部統制規程」に定めており、また、取締役会において毎年、内

部統制システムの整備状況の確認を行っています。「内部統

制規程」では、（1）内部統制システムは、現場の業務執行ラ

インにおける自律的統制機能（一線機能）、現場の業務執行

ラインから独立したコンプライアンスなどの管理機能（二線

機能）およびこれらの機能から独立した内部監査機能（三線

機能）を構成要素とすること、（2）取締役会は、重大なリスク

および問題を適切に把握し対処するため、二線および三線

機能から適時適切な報告を受けるとともに、主要な方針およ

びコントロールを定期的に検証することが明文化されていま

す。そして、本規程のもとで、新生銀行グループ行動規範、グ

ループリスクガバナンスポリシー、グループリスクマネジメン

トポリシー、グループ情報セキュリティポリシー、業務執行規

程、子会社・関連会社ポリシー、グループ本社組織管理規程

および内部監査規程を基礎となる規程として定め、それに加

え監査役による監査の実効性を確保するための体制を整備

することにより、子会社を含む当行グループ全体を通じた業

務の適正・透明性・効率性の確保に努めています。

 内部統制の枠組み
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また、新生銀行グループ行動憲章において反社会的勢力

との関係の遮断を定めるなど、反社会的勢力との関係を

断ち、業務の適正を確保する体制の整備を図っています。

さらに、大規模な災害、事故その他の当行事業活動に対

する中断事由が生じた場合に備えて、グループ業務継続

体制管理委員会を設置、業務継続体制に関する各種規程

を定め、重要業務を継続し、お客さまや社会に対する責

務を最大限遂行するための体制を確保することとしてい

ます。

　グループ会社に対する内部統制については、2017 年

4月以降、銀行法および会社法その他法令上可能な範囲

において主要なグループ会社の間接機能を新生銀行内に

設置する「グループ本社」に集約し、統合・一体運営す

る体制を構築しています。この体制のもとで、子会社・

関連会社の事業活動や内部管理に関する事項は定期的に

グループ経営会議に報告されるとともに、子会社・関連

会社の経営に関する重要事項についてグループ経営会議

やグループ本社が主催する重要委員会に付議・報告され

ています。また、中期経営戦略の基本戦略のひとつとし

て掲げる“価値共創による成長追求”のもとで増加しつ

つあるジョイントベンチャーや海外グループ会社に対し

ても必要な管理が確保されるよう、2021 年 4月に子会

社・関連会社ポリシーを改正し、グループ会社を分類す

るとともに、ビジネス部署やグループ本社を含めた関係

部署の役割と責任を明確化しました。こうした体制整備

を通じて、子会社・関連会社を含めたグループ全体とし

ての管理体制の向上を一段と進めていきます。

 子会社の業務の適正を確保するための体制図（2021年 6月 23日現在）

国内子会社

専
門
セ
ク
シ
ョ
ン

グループ法人企画部
グループ個人企画部 ● グループ経営企画部

ビジネス所管部署 ガバナンス管理部署

● グループ海外事業統括部

ビジネス所管部署 ガバナンス管理部署

• 昭和リース
• アプラスフィナンシャル
• 新生フィナンシャル
• 新生証券
• 新生信託銀行
• 新生インベストメント・マネジメント　他

海外子会社

• UDC Finance　他

＊ 各リスク分野の専門セクションは、潜在リスクの特定と評価について、
　 統括部署（グループ統合リスク管理部）と協業して行う。

 ● はグループ本社に帰属

コンプライアンスリスク
● グループ法務・
コンプライアンス統括部

信用リスク
● グループポートフォリオ
リスク管理部

● グループ個人業務
リスク管理部

市場リスク
● グループ統合リスク管理部

流動性リスク
● グループトレジャリー部
● グループ統合リスク管理部

管理・指導 報告

管理・指導 報告 管理・指導 報告

管理・指導 報告

報告

管理・指導

オペレーショナルリスク
事務リスク

システム
リスク

労務リスク

業務管理部＊
システムリスク
管理部＊
● グループIT統括部＊

● グループ人事部＊

レピュテーショナルリスク
● グループIR・広報部

業務継続（BCP）
● グループ総務部

財務
● グループ経営企画部
● グループ財務管理部
● グループトレジャリー部
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チーフオフィサーとシニアオフィサー、執行役員

日常の業務運営の機動性を確保するため、業務運営の基

本単位を「部」とするとともに、取締役社長の指揮のも

と、取締役会から委任された執行役員、チーフオフィサー

およびシニアオフィサーが担当役員として各部を管掌す

る体制を構築しています。

　ビジネス機能については、執行役員の中からビジネス

ユニット長と各部の担当役員を選任し、ビジネスユニッ

ト長が立案するグループ全体の事業戦略と経営資源配分

のもとで、各部の担当役員とその上位者である総括担当

役員がお客さまとの取引を推進することとしています。

　人事、財務等の間接機能については、銀行法および会

社法その他法令上可能な範囲で各グループ各社の機能を

銀行内に設置した「グループ本社」に集約し、チーフオフィ

サーとそれを補佐するシニアオフィサーの責任のもとで

連結ベースでの運営の高度化と生産性の向上を図ってい

ます。

　また、取締役社長がその業務執行に関する決定を行う

ための機関として業務執行取締役、ビジネスユニット長、

総括担当役員、チーフオフィサー等からなるグループ経

営会議・経営会議を設置し、専門的な事項を取り扱う各

種委員会をその補完として設置することで、議案の性質

に応じた十分な審議・検証を経て意思決定を行う枠組み

を整えています。

　こうした体制のもとで、中長期ビジョンに掲げる「グ

ループ融合」を強力に推進しています。

会議・委員会名 主な目的など
グループ経営会議 当行連結経営にかかわる日常の業務執行にあたっての社長の決議機関。
経営会議 当行単体経営にかかわる日常の業務執行にあたっての社長の決議機関。
グループALM委員会 中・長期的なALM運営についての協議、方針策定および決議を行う。
グループコンプライアンス委員会 当行グループの法令遵守体制や法令遵守にかかわる事項の連絡、調整および決議を行う。

グループリスクポリシー委員会 当行グループのポートフォリオのリスク運営方針、管理フレームワークや、主要なポートフォリオ、 
セクターおよびプロダクトなどの取り組み方針などについての協議を行う。

グループIT委員会 グループのIT戦略およびそのガバナンスに関する事項に関する協議、調整および決議を行う。
グループ業務継続体制管理委員会 当行グループの業務継続体制の整備を推進するための組織横断的な協議、調整および決議を行う。
グループバーゼル委員会 バーゼル規制への対応を中心とする、規制資本に関する事項についての協議、調整および決議を行う。
グループ人材委員会 当行グループの人事制度や諸施策などについての協議、調整および決定を行う。

グループ新規事業・商品委員会 当行グループ内の個別の新規事業・サービス案件のデューデリジェンスおよび決議を行うとともに、 
戦略的投資案件のデューデリジェンスを行う。

グループサステナビリティ委員会 サステナビリティ経営の推進に係る事項の協議、調整および決議を行う。

債権管理委員会 重大な問題債権のトップマネジメントに対する迅速な報告および債権売却、債権放棄などにかかる 
直接償却などの決定を行う。

中小企業向け貸出取引推進委員会 法人営業全般にわたる営業方針や課題に関する協議を通じ、経営健全化計画における中小企業向け貸出
の目標達成のための全行的な取り組みの主導などを行う。

 グループ経営会議、経営会議、重要委員会の概要
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内部監査

当行のグループ監査部は、取締役社長と監査役会に監査結

果およびグループ監査部の活動状況を定期的に直接報告し

ます。グループ監査部は、取締役社長の業務管理責任の遂

行、特に有効な内部統制システムを確立する責任の遂行を

補佐するとともに、監査役の職務の遂行、特に監査役監査

として行われる内部統制システムの構築および運用状況の

監視検証を補佐します。グループ監査部は、リスク管理およ

びガバナンス体制の有効性、情報およびITシステムの信頼

性ならびに法令規則などの遵守性について、独立した客観

的立場から評価するとともに、経営のためのソリューション

を提供します。

　グループ監査部は、監査対象となるすべての組織から独

立しており、また、定型的な予防的・発見的コントロールを

含むあらゆる日常業務および内部管理プロセスから独立

しています。監査の方法は、リスクアプローチを採用してお

り、当行グループが直面するリスクを全行的視点からとらえ

たマクロリスク評価と、各部店固有のリスクを個別にとらえ

たマイクロリスク評価との組み合わせにより、包括的なリス

ク評価を行っています。相対的にリスクが大きいと考えられ

る業務やプロセスに対しては、優先的に監査資源を投入し

ています。

　グループ監査部では、重要な会議への出席や、内部管理

資料の閲覧および各業務部署のマネジメントとの定期的な

会合を行うなど、日常的なオフサイトモニタリング機能を充

実させています。

　グループ監査部では、監査要員の専門性向上に力を入れ

ており、公認内部監査人や公認情報システム監査人の資格

取得も精力的に行っています。また、新たな監査手法の開

発・導入に加え、監査業務にかかる基盤の整備も継続的に

行っています。

　グループ監査部は、当行および主要な子会社の内部監査

機能を統合し、これらの内部監査の活動を当行グループ内

で統一して実施しています。また、当行グループの内部監査

活動に対する第三者機関による品質評価を定期的に受ける

ことにより、自らの問題点を客観的に評価・識別し、改善活

動に取り組んでいます。

ありたい姿実現のために
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法務・コンプライアンスへの取り組み

コンプライアンス体制・活動

当行グループのコンプライアンス体制は、グループ本社

に設置されたグループコンプライアンス委員会、グルー

プ法務・コンプライアンス統括部、新生銀行を含む主要

グループ会社の各部室店に配置されたコンプライアンス

責任者（部室店長）、コンプライアンス管理者を中心に運

営されています。チーフオフィサー グループ法務・コン

プライアンスを委員長とするグループコンプライアンス

委員会では、グループ横断的なコンプライアンス体制の

基本方針やコンプライアンス関連事項の報告・審議を行っ

ています。

　グループ法務・コンプライアンス統括部内にはコンプ

ライアンスオフィサーを設置し、コンプライアンス責任

者、コンプライアンス管理者によるコンプライアンス推

進活動の支援・指導等を行うとともに、毎年度グループ

コンプライアンス・プログラムを作成し、規程の整備、

研修などを推進しています。

腐敗防止・贈収賄防止対応

新生銀行は国連グローバルコンパクト（UNGC）へ賛同

し、その原則のひとつである腐敗の防止に向けた取り組

みを継続しており、新生銀行グループ行動規範において

も「腐敗防止・贈収賄防止」を明記しています。新生銀

行の役職員は、毎年、「腐敗防止・贈収賄防止」を含む新

生銀行グループ行動規範を遵守する旨を誓約することと

しています。

内部通報制度

新生銀行においては、コンプライアンス・ホットライン

制度を導入し、当行の役職員等が、法令等の違反、ある

いはその疑いのある事実を通報できるシステムを構築し

ています。通報があった場合は、経営陣に報告するとと

もに、対応チームを組成して調査を実施し、必要な是正

措置および回復措置を講じます。通報を行ったことを理

由に通報者に対して不利益な扱いを行うことは禁止され

ており、グループ法務・コンプライアンス統括部は通報

者が事後に不利益な扱いを受けていないことにつきフォ

ローアップを行っています。同様の内部通報制度は他の

グループ各社にも設置されています。

● 3つの窓口を設置

（1） グループ法務・コンプライアンス統括部

（2） 常勤監査役

（3） 外部弁護士事務所

● 社内規程および社内イントラにより、内部通報制度を周知

 コンプライアンス・ホットライン
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マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策

当行グループでは、「マネー・ローンダリング及びテロ資金

供与対策ポリシー」を掲げ、マネー・ローンダリングおよび

テロ資金供与対策を経営上の最重要課題のひとつと位置

づけて、経営陣のリーダーシップのもと、全社的な態勢整

備に取り組んでいます。具体的には、FATF（金融活動作業

部会）勧告にも示されるリスクベース・アプローチの考え方

に基づき、当行グループ固有のリスクを特定・評価したうえ

で、当該リスクに対し個別の施策を実施することでリスク

の低減を図り、より実効的な対策を講じています。こうした

対策の有効性を検証し、不断の見直しを行うことによりマ

ネー・ローンダリングおよびテロ資金供与リスクを排除する

ことは当行グループの至上命題です。

企業法務

銀行グループの法務リスクには、銀行およびグループ会社

が従うべき法令・規則などに抵触する行為を行った結果、

金融機関としての信用・評価を失うリスクおよびわが国の

金融システム全体の信用・機能を損なうリスクがあります。

また、個々の取引に関しても、紛争を惹起し、結果として当

行に不測の損害を与えるリスクがあります。これらの法務

リスクの発生を予防し適切に管理することは、今日の銀行

グループの業務運営において極めて重要な課題のひとつ

となっています。当行では、法務事項（組織法務、契約（取

引）法務、訴訟法務など）を専門的に管轄するグループ法

務・コンプライアンス統括部法務室を設置し、グループ各社

の法務担当者とともに、グループベースでの法務リスクの発

生予防・管理を図るとともに、コンプライアンス体制を法務

面から支えています。

 マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策（AML/CFT）ポリシー

1. リスク評価
リスクベース・アプローチの考え方に基づき、国内法令等のほか、FATF（金融活動作業部会）、バーゼル銀
行監督委員会等の国際機関が発出する文書等にも留意の上、自らが直面しているマネー・ローンダリング及び
テロ資金供与に関するリスクを特定・評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。リスクの特定・評価及
び低減措置については、定期的にその有効性を検証し、必要に応じて見直しを行います。

2. 本人確認及び顧客管理措置 関係法令に基づいた取引時確認（本人確認）を実施し、適切な顧客管理を行うとともに、反社会的勢力を含む
不適切な顧客との取引関係の排除に努めます。

3. 取引モニタリング、顧客フィルタリング及び疑わしい取引の届出
取引時確認及び取引モニタリングでの異常検知、顧客フィルタリング、営業部室店からの報告等により疑わし
い取引に該当すると判断した場合には、当局に対して直ちに疑わしい取引の届出をいたします。

4. 経済制裁及び資産凍結 国内外の規制等に基づき、制裁対象者との取引関係の排除、資産凍結等の措置を適切に実施いたします。

5. コルレス契約締結先の管理 コルレス契約締結先の情報収集を適切に行い、AML/CFTに係る態勢の評価を実施いたします。当行及びコル
レス契約締結先に対し、シェルバンクとの取引及び匿名性が高い口座での取引を禁止いたします。

6. 役職員の研修 指導及び研修を通じて役職員のAML/CFTに対する知識・理解を深め、その役割に応じた専門性・適合性を有
するように努めます。

7. 継続的な改善 AML/CFTに係る態勢の有効性について、定期的な点検を行い、その結果をも踏まえて継続的な態勢の改善に
努めます。

業務継続体制（Business Continuity Plan：BCP）

地震・台風などの災害やテロ・犯罪等の発生による被害、

感染症の流行などの業務中断事由が生じた際の、重要業

務の継続、顧客および社会に対する責務の円滑な遂行の

ため、業務継続体制管理ポリシーと業務継続計画を策定

しています。新型コロナウイルス感染症対策においても、

ポリシーと計画に基づき適切に対応しています。業務継

続計画とその手順書は定期的に見直され、社員の理解を

常時確保するため教育と訓練を実施しています。
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